
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 8 1 1 1 医療総務諸費

一般 8 1 1 2 行政医師（公衆衛生医師）確保・育成事業

一般 8 1 1 3 健康対策事業

一般 8 1 1 4 医療政策人材育成事業

一般 8 1 1 5 医療政策推進事業

一般 8 1 1 6 医療ビッグデータ活用事業

一般 8 1 1 7 医療に関する総合的な市民啓発推進事業

一般 8 1 1 8 旧市民病院跡地整備事業

一般 8 1 1 99 職員人件費

一般 8 1 2 1 看護人材確保事業

一般 8 1 2 2 南部病院再整備支援事業

一般 8 1 2 3 医療機能確保事業

一般 8 1 2 4 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

一般 8 1 2 5 産科医療対策事業

一般 8 1 2 6 感染症対応人材強化事業

一般 8 1 2 7 医療機関整備資金融資事業

一般 8 1 2 8 在宅医療推進事業

一般 8 1 2 9 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

一般 8 1 2 10 地域中核病院支援事業

[医療局]

令和７年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 8 1 2 11 歯科保健医療推進事業

一般 8 1 2 12 地域医療推進事業

一般 8 1 2 13 二次救急医療対策事業

一般 8 1 2 14 救急医療センター運営事業

一般 8 1 2 15 初期救急医療対策事業

一般 8 1 2 16 小児救急医療対策事業

一般 8 1 2 17 周産期救急医療対策事業

一般 8 1 2 18 疾患別救急医療体制事業

一般 8 1 2 19 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

一般 8 1 2 20 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業

一般 8 1 2 21 外国籍市民救急医療対策補助事業

一般 8 1 2 22 災害時医療体制整備事業

一般 8 1 2 23 横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業

一般 8 1 2 24 救急・災害医療企画推進事業

一般 8 1 2 25 総合的ながん対策推進事業

一般 8 1 2 26 疾病対策推進事業

一般 8 2 1 1 がん検診事業

一般 8 2 1 2 風しん対策事業

一般 8 2 1 3 新型コロナウイルスワクチン接種事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 8 2 1 4 結核特別対策事業

一般 8 2 1 5 健康危機管理機能強化事業

一般 8 2 1 6 定期予防接種事業

一般 8 2 1 7 感染症発生動向調査事業

一般 8 2 1 8 放射線対策事業

一般 8 2 1 9 感染症・食中毒対策事業

一般 8 2 1 10 高齢者インフルエンザ予防接種事業

一般 8 2 1 11 結核医療・健康管理事業

一般 8 2 1 12 予防接種健康被害救済事業

一般 8 2 1 13 新型インフルエンザ等対策事業

一般 8 2 1 14 高齢者予防接種事業（成人用肺炎球菌）

一般 8 2 1 15 エイズ・性感染症予防対策事業

一般 8 2 1 16 保健統計調査事業

一般 8 2 1 17 医療安全支援センター事業

一般 8 2 1 18 薬務事業

一般 8 2 1 19 医療指導事業

一般 8 2 2 1 管理費

一般 8 2 2 2 試験検査費

一般 8 2 2 3 調査研究・研修指導事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 8 2 2 4 感染症・疫学情報提供等事業

一般 8 2 2 5 ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）

一般 8 2 2 6 衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

一般 8 2 2 7 食品衛生監視等事業

一般 8 2 2 8 食品専門監視班事業

一般 8 2 2 9 食品衛生啓発事業

一般 8 2 2 10 食の安全強化対策事業

一般 8 2 2 11 食品の放射性物質検査事業

一般 8 2 2 12 食品の適正表示推進事業

一般 8 2 2 13 中央卸売市場本場食品衛生検査所費

一般 8 2 2 14 食肉衛生検査事業

一般 8 2 2 15 管理運営事業

一般 8 2 2 16 ＢＳＥ（牛海綿状脳症）等検査事業

一般 8 2 2 17 環境衛生監視指導事業

一般 8 2 2 18 公衆浴場確保対策事業

一般 8 2 2 19 建築物衛生対策事業

一般 8 2 2 20 居住衛生対策事業

一般 8 2 2 21 生活環境対策事業

一般 8 2 2 22 災害時生活用水確保事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 8 2 2 23 動物愛護センター運営事業

一般 8 2 2 24 動物愛護普及啓発事業

一般 8 2 2 25 動物保護管理事業

一般 8 2 2 26 狂犬病予防事業

一般 19 1 19 1 病院事業会計繰出金

介護保険事業費 1 3 2 1 在宅医療・介護連携推進事業



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療総務諸費

医療局総務課 一般会計 08 01 01

99 99 1

日常の庶務事務作業を一年を通して、円滑に執行するとともに、課題に適応した研修の企画、実施及び各種研修機関等へ
の派遣を行い、局事業の円滑な推進に寄与する。

５年度 ６年度

           2,586         ▲ 5,621           8,207

局全体の庶務事務に係る経費であるが、コスト意識を持って経費適正化に取り組む必要がある。

1 総務諸費

日常の庶務事務作業

５年度 ６年度

           2,577         ▲ 3,454           6,031

事務経費の縮減による

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 人権啓発研修

外部講師による研修の実施

５年度 ６年度

              10               10               0

教材購入による

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 その他事業

会計年度任用職員の雇用

５年度 ６年度

               0         ▲ 2,176           2,176

会計年度任用職員の雇用がなかったため

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 行政医師（公衆衛生医師）確保・育成事業

医療局職員課 一般会計 08 01 01

99 99 2

本市の保健・医療・福祉行政を円滑に機能させるため、局及び各区福祉保健センターにおける行政医師の採用及び人材育
成を推進します。

５年度 ６年度

           8,720            8,720               0

正規雇用促進による会計年度任用職員人件費の削減、広報手法及び学会参加方法の効率化による経費の減

1 行政医師（公衆衛生医師）確保

行政医師の募集・採用
広報ツール（ホームページ、パンフレット等）の運用・更新

５年度 ６年度

           7,881            7,881               0

－

採用人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

２ ３ ５ ２ ２ ２ ２

1 1 ０ ７

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 行政医師（公衆衛生医師）育成

公衆衛生行政の推進に必要な最新の医療情報や知識の取得に向けた研修や学会への派遣
将来医師となる医学部学生や研修医の実習受入

５年度 ６年度

             840              840               0

－

医学部学生受入数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 55 55 60 60 200 100

0 75 142 226

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 健康対策事業

医療局職員課 一般会計 08 01 01

07 99 3

職員に対し、安全衛生管理のための予防接種・被ばく線量測定・作業環境測定等を行い、所属の業務継続性の維持・向上
及び職員の健康保全を図ります。

５年度 ６年度

           3,710            3,710               0

職員の安全衛生管理のために必要な事業であり、その専門性から委託の拡大も難しいため現状を維持する。

1 感染症予防対策事業

食肉衛生検査所と動物愛護センターで動物を扱う部署としての危険性を鑑み実施しています。基礎
免疫のない職員については、４～８週間の間隔で２回接種後、６～18月経過後１回の接種の合計３
回の基礎免疫接種を行い、10年ごとに１回の追加免疫接種を行なっています。また、基礎免疫のあ
る職員（幼児期に３種混合もしくは、学童で２種混合の予防接種を受けている職員）については、
10年ごとに１回の追加免疫接種を行なっています。

５年度 ６年度

              37            ▲ 12              49

破傷風予防接種の接種回数が減ったため。

予防接種委託料 円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

58 58 58 58 58

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 放射線業務従事者健康管理事業

放射線業務、管理区域への一時的な立ち入り検査を行う職員などについて、放射線管理区域内での
外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる線量を測定します。

５年度 ６年度

             296            ▲ 50             346

測定件数が減ったため。

被ばく線量測定委託料 円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

398 496 496 496 496

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

3 有機溶剤及び特定化学物質作業環境測定

作業環境に起因する職員の健康被害を防止するために、労働安全衛生法第65条、同法施行令第21条
法令に規定する特定化学物質、有機溶剤を取扱う医療局の３事業所（食肉衛生検査所、本場食品衛
生検査所、衛生研究所）において、作業環境測定を実施します。

５年度 ６年度

           3,377               62           3,315

委託料の増加のため。

作業環境測定委託料 円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3377 3436 3436 3436 3436

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療政策人材育成事業

医療局医療政策課 一般会計 08 01 01

99 99 4

職員全体に様々な医療政策についての情報発信を行い、医療や保健、福祉に関する業務に携わる意向を持った職員を育て
ていくと同時に、医療政策部門の中心的な役割を担う人材を継続的に育成します。また、医療ICTやビッグデータの活用
などによりエビデンスに基づいた施策の展開など、新たな医療政策の課題に対応できるスキルを持った人材を育成します
。

５年度 ６年度

           1,226              103           1,123

少子高齢化の影響がより深刻になる2040年を見据えた医療提供体制の構築のため、医療・病院経営・保健・福祉分野に精
通した人材の育成が必要です。大学等への派遣や資格取得支援制度等の充実を図るとともに、本事業の適切な周知を通じ
て幅広く職員の能力開発を促進し、政策立案へ生かしていく必要があります。

1 医療人材育成研修

医療や保健、福祉に関する幅広い知識を習得するために、様々な分野の講師に講演を依頼し、医療
政策に携わる職員の知識を深め視野を広げます。また、医療監視に同行し、医療現場の視察を行い
ます。

５年度 ６年度

               0            ▲ 30              30

本市職員等へ講師を依頼したことによる減

対面参加人数（延べ人数） 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 100 50 50 50 50

25 19 101 136

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 外部機関等による研修の受講

医療政策に関する専門知識を習得するため、YCU病院経営マネジメントプログラムや政策研究大学
院大学「医療政策短期特別研修」等の受講支援を行います。

５年度 ６年度

             650           ▲ 200             850

YCU病院経営マネジメントプログラム参加者の減

外部研修の受講者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

若干名 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名

2 3 5 4

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 資格取得支援

医療政策等に係る業務に従事する職員を対象に、診療情報管理士等の資格取得の支援を行います。
また、業務に関するセミナー等について、職員の参加を支援します。

５年度 ６年度

              40                0              40

資格取得者数（新規支援対象者） 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 2 3 3 3 3

1 1 0 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 職員の大学院派遣

医療や福祉、保健に関し総合的に研究し、専門知識を修得するため、大学院へ職員を派遣します。

５年度 ６年度

             536              333             203

大学院派遣による学費の増

派遣者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 0 1 1 1 1 1

1 0 0 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療政策推進事業

医療局医療政策課 一般会計 08 01 01

17 02 5

本市医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う事業です。

５年度 ６年度

           3,146        ▲ 14,041          17,187

本事業は、横浜市の保健、医療及び生活衛生施策の計画・評価に関する事項を検討する附属機関の運営や、医療政策の推
進に係る施策の企画・立案、検討・評価を行うために必要な内部経費・事務費を計上している事業です。当該附属機関は
、各種計画の策定に不可欠な役割を担っており、最小限度の開催回数・時間での運営に努めております。引き続き、予算
の執行状況や実績を踏まえ、事務費等の見直しを含めた事業の効率化・適正化に向けた検討を進めてまいります。

1 医療政策に係る総合企画検討

・医療政策に係る会議等の運営
・医療政策分野に関する情報収集

５年度 ６年度

           2,013           ▲ 872           2,885

事務経費の削減等による減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 横浜市保健医療協議会

市長の諮問機関として、横浜市の保健、医療及び生活衛生に係る施策及び当該施策の計画策定につ
いての調査、審議及び評価に関して検討し、保健・医療・衛生政策の充実に資するために協議会を
開催します。

５年度 ６年度

             516           ▲ 295             811

開催回数の減による報酬減

保健医療協議会の開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 2 2 2 2 2

2 2 3 2

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 よこはま保健医療プランの推進

令和６年度～令和11年度を計画期間とする「よこはま保健医療プラン2024」を推進します。また、
計画の周知を行います。

５年度 ６年度

             617        ▲ 12,874          13,491

よこはま保健医療プラン2024策定完了に伴う委託費の減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療ビッグデータ活用事業

医療局医療政策課 一般会計 08 01 01

17 01 6

独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的な医
療政策立案・推進に役立てることを目的とします。また、市民や医療従事者等の行動変容を後押しすることを目的に、医
療局が保有するデータやオープンデータなどを活用し、視覚的にわかりやすく表示するダッシュボードを構築します。

５年度 ６年度

          36,530           16,547          19,983

YoMDBの運用委託については、庁内展開が想定されるBIツールなどを活用した委託費用の削減を検討していく。
メディカルダッシュボードについては、運用の中で自製できる部分を模索するなど、委託費用の削減を検討していく。

1 医療ビッグデータ活用

データベースの更新・保守を的確に実施し、データ活用を推進します。また、研究機関との連携の
他、社会保険診療報酬支払基金と横浜市立大学との３者で締結した、政策へのデータ活用に関する
協定に基づき、支払基金が保有する被用者のレセプトデータも連携して分析・活用します。

５年度 ６年度

          36,530           16,547          19,983

メディカルダッシュボード開発費用の増、世帯情報の追加費用の増

収載レセプト件数（医科） 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

103,600,000 118,600,000 133,600,000 148,600,000 163,600,000 178,600,000 193,600,000

103,281,265 117,632,719 132,323,479 147,213,402

・増える ・規則・方

針

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療に関する総合的な市民啓発推進事業

医療局医療政策課 一般会計 08 01 01

17 02 7

医療に関する情報は、既に医療を必要としているなど関心の高い人（顕在関心層）と、現在健康であるため関心の低い人
（潜在関心層）との差が顕著です。従来のような事業単位での情報発信や、漠然としたオールターゲットに対する発信で
は届かないことが課題となっていることを踏まえ、29年度末に「医療に関する総合的な市民啓発方針」を策定し、30年度
からは「医療の視点プロジェクト」を、実施しています。

５年度 ６年度

          17,910        ▲ 11,979          29,889

本事業は、市民に対する医療に関する総合的な啓発を推進するためのものであり、局内の関係部署と連携し、横断的な広
報体制の整備を進めることで、より一貫性のある効果的な情報発信を図っています。引き続き、局内の連携を強化しなが
ら、市民にとって分かりやすく、信頼性の高い医療情報の提供に努めてまいります。

1 一体的な実行支援委託による啓発実施

医療に関する市民啓発を実施します。

５年度 ６年度

          17,910        ▲ 11,979          29,889

事業見直しによる減

イベント等実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 2 2 2 2

1 1 1 1

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を下

回った

・補助事業

が規定の終

期を迎えて

いる

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 旧市民病院跡地整備事業

医療局病院経営課 一般会計 08 01 01

17 99 8

市民病院再整備事業で所管替えにより三ツ沢公園となった旧市民病院跡地に、廃止となった野球場等を整備します。

５年度 ６年度

          30,613           23,903           6,710

事業費の精査を行うとともに、スケジュールどおりの事業完了に向け、最大限の国費獲得に取り組む予定です。

1 旧市民病院跡地整備事業

工事着工に向け、公園と管理棟の実施設計を行います。

５年度 ６年度

          30,613           23,903           6,710

事業の工程に応じて、設計委託料が増加したため。

三ツ沢公園野球場再整備数 か所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 0 0 0 0 1

0 0

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・財源確保

が可能

・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 職員人件費

医療局総務課 一般会計 08 01 01

99 99 99

医療局職員に係る人件費
・常勤一般職員 630人
・再任用職員 
　常勤職員 3人 
　短時間勤務職員 9人

５年度 ６年度

       3,865,298          512,781       3,352,517

引き続き適切に予算編成を行うとともに、職員の給料、諸手当、共済費等の支出及び管理を適切に行い、適正な人件費の
執行に努めます。

1 職員人件費

５年度 ６年度

       3,865,298          512,781       3,352,517

-

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 看護人材確保事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 1

将来の医療提供体制を支える看護人材の確保に向けて、市内における看護師等の養成を推進します。

５年度 ６年度

         528,644           38,746         489,898

市内医療機関へ看護師等を安定的に供給するため、横浜市医師会及び横浜市病院協会の看護専門学校に対し、引き続き運
営費の補助を行います。

1 看護専門学校運営費補助事業

横浜市医師会及び横浜市病院協会の看護専門学校に対し、運営費の補助を行います。

５年度 ６年度

         528,644           38,746         489,898

人件費の増

補助数 校

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

２ ２ ２ ２ ２ ２ ２

2 2 2 2

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南部病院再整備支援事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 2

　横浜市地域中核病院のうち最初に開設された済生会横浜市南部病院（以下、南部病院という）は開所後30年以上経過し
、老朽化・狭あい化が課題となっているため、地域医療の確保や市民サービスの向上などの観点から早期の再整備が求め
られています。
　令和６年度は、５年度に引き続き、南部病院に関する都市計画変更の準備を引き続き実施するとともに、南部病院が実
施する新病院の実施設計に対して補助を行います。また、６年度から旧港南工場敷地の所管替えにより、医療局が財産管
理をしていく必要があるため、敷地内の除草や草刈りを委託により実施します。

５年度 ６年度

          28,752            2,941          25,811

　地域における将来的な人口構成や医療需要の変化なども見据え、新病院開院後も病院運営が持続可能なものとなるよう
再整備に向けた継続的な支援を実施します。

1 南部病院再整備支援

　５年度に引き続き、南部病院に関する都市計画変更の準備を引き続き実施するとともに、南部病
院が実施する新病院の実施設計に対して補助を行います。また、６年度から旧港南工場敷地の所管
替えにより、医療局が財産管理をしていく必要があるため、敷地内の除草や草刈りを委託により実
施します。

５年度 ６年度

          28,752            2,941          25,811

事業進捗に基づく実績報告内容に伴う補助額の増。

南部病院再整備支援

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

基本計画 基本設計 基本設計・実 実施設計 建築工事 建築工事 建築工事
施設計

策定 実施 基本設計実施 開院予定時期
・実施設計見 見直し
送り

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療機能確保事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 3

保健医療プラン2024の初年度として、プランに基づき、医療機関の機能転換や増床等を進めます。また、複数病院の連携
による遠隔ICUの体制整備に対する支援、ICTを活用した地域医療連携、医療人材の確保・定着の推進に向けた支援を進め
ます。

５年度 ６年度

          23,278            6,040          17,238

地域医療構想は2025年までの取組として策定されたものだが、国においても、今後、高齢者人口がピークを迎え、減少に
転ずる2040年頃を視野に入れ、2025年以降も地域医療構想の取組を継続していくことが求められている。質の高い医療を
効率的に提供できる体制を構築するため、医療機関の機能分化や連携を進めていくことが必要。

1 地域医療構想を踏まえた病床機能転換及び増床の促進

適切な病床配分を検討するため、将来の医療需要と既存の医療資源等について調査を行います。ま
た、2025年に向けて、病床の機能分化、連携を進めるために神奈川県が実施する地域医療構想調整
会議の横浜地域の会議開催支援や病床整備事前協議のために、市保健医療協議会の下部組織として
、病床整備検討部会を設置し、協議を行います。

５年度 ６年度

             470            ▲ 35             505

病床整備検討部会に係る筆耕費用等の減

地域医療構想調整会議開催支援回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 4 3 3 3 3 3

3 3 3 3

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 ＩＣＴを活用した地域医療連携の推進

・横浜市立大学を中心とした「遠隔ICU」の運用経費を補助
・既存ネットワークの市ガイドライン適合状況の確認、ガイドライン改定検討
・ＩＣＴを活用した地域医療連携ネットワーク研究会の開催
・啓発セミナーの実施

５年度 ６年度

           8,589               89           8,500

旅費、学会参加費の増

遠隔ICU補助件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 0 0 0

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・補助事業

が規定の終

期を迎えて

いる

・該当なし ・なじまな

い

3 医療人材等の確保・定着の推進

・看護学生・看護師向け合同就職説明会やWEB合同説明会への参加等、市内中小病院の採用活動を
支援します。
・将来にわたり医療従事者を安定的に確保するため、病院等で働く姿や働きがい等を、中高生・看
護学生や離職中の看護師等に広く知ってもらえるよう、SNSやWEBサイトも活用したコンテンツの作
成を行います。
・市内病院の働き方改革の取組支援を通じて勤務環境の改善を後押しし、離職防止や人材の獲得・
復職の促進を図ります。

５年度 ６年度

          14,219            5,986           8,233

事業実施方法の見直しによる増

採用活動支援対象病院数 病院

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

15 15 15 15 25 25 25

15 15 15 25

・増える ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 03 4

いのちに関わる病気で治療・療養中心の生活を送る子どもや医療的ケアの必要な子どもときょうだいや家族に対して、病
気や障害の度合いに即した遊びや学びの機会を提供し、家族との絆を大切にした在宅支援施設を設立・運営を行う法人に
対して、市有地の無償貸与、運営費の一部補助、区役所や医療機関等関係機関との連携に関する調整をします。

５年度 ６年度

           5,000         ▲ 2,409           7,409

　医療技術の進展に伴い、小児がんや難病などを患う子どもの生命を救えるようになった一方で、LTCの子どもが増え、
その期間も長期化しています。自宅や医療施設以外の「第二の我が家」となるこどもホスピス設立の動きが全国でも広ま
っています。
　病気であっても子どもは日々成長しており、子どもらしい「遊び」や「学び」が必要です。こどもホスピス運営団体を
支援することで、いのちに関わる病気で治療・療養中心の生活を送る子どもと家族の生活の質の向上に繋がります。
　令和7年度は、関係者がLTCの子どもの取り巻く状況や課題等について、定期的に意見交換や情報共有を図る場として協
議会を開催し、今後の支援策を検討を進める。

1 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

・常勤看護師１名分の人件費補助
・市有地の無償貸与
・医療機関等関係機関との連携に関する調整

５年度 ６年度

           5,000         ▲ 2,409           7,409

国庫を活用した補助金支出の減

年間利用者数 組

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

50 150 300 300 300 300 300

25 241 278 307

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 産科医療対策事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 03 5

市内の分娩を取り扱う医療機関に対しての支援及び市民への情報提供を通して、市民が安心して出産できる環境の確保に
取り組みます。

５年度 ６年度

          72,792           16,283          56,509

市民が安心して出産できる環境づくりのため、市内の分娩取扱施設に対する支援は引き続き求められます。支援内容を適
宜見直し、より効果的な支援を実現できるよう取り組みます。

1 産科医療対策事業

分娩を取り扱う施設への施設整備費、体制整備費及び人件費に対する助成や助産師の研修実施に対
する助成を行います。

５年度 ６年度

           9,561            4,583           4,978

補助金交付施設数、金額の増による増

産科医師等分娩手当補助金交付施設数 施設数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

13 14 14 14 14 14 14

14 11 8 8

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・財源確保

が可能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 産科医師等人材確保対策事業

産科医師確保のため、安心して働き続けることができる体制や環境を整備する病院・診療所に対し
、支援を行います。
分娩を扱う医療機関において、子育て等により当直ができない常勤医師の代替として、又は常勤医
師の負担軽減を図るため、非常勤医師が当直を行う場合、当直料の一部を補助します。

５年度 ６年度

          35,567           12,259          23,308

補助金交付施設数、金額の増による増

当直医師確保補助金交付施設数 施設数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 13 14 14 14 14

4 4 7 10

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 産科拠点病院事業

産科・周産期救急医療の充実、産婦人科医師の負担軽減を図ることを目的に、診療体制を強化する
病院を産科拠点病院として指定し、運営費等について助成します。

５年度 ６年度

          27,665           ▲ 558          28,223

補助金申請額の減

産科拠点病院数 病院数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 感染症対応人材強化事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

07 02 6

　令和５年度に引き続き、長期的な市内病院の感染症への対応力強化を目的として、感染症対策に関する研修参加や資格
取得等を支援します。

５年度 ６年度

           7,910            1,554           6,356

過年度の執行率や申請病院数の実績を踏まえ、現場ニーズも確認しながら、事業の方向性について再検討が必要です。

1 感染症対応人材強化

　令和５年度に引き続き、長期的な市内病院の感染症への対応力強化を目的として、感染症対策に
関する研修参加や資格取得等を支援します。

５年度 ６年度

           7,910            1,554           6,356

一部病院の申請規模が増大したことによる増

補助対象病院数 病院数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

60 20 20 20

- 25 33 31

・減る ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・財源確保

が可能

・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療機関整備資金融資事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 7

地域医療の確保・充実を図るため、民間の中小病院・診療所を対象に、施設及び災害・防災設備の整備や地震対策等に必
要な資金を融資しました。
平成20年度以降は新規の融資を停止していますが、平成19年度までに行った既存融資について、補助を行います。（令和
９年度終了予定）

５年度 ６年度

           1,893         ▲ 1,101           2,994

新規融資を停止しており、過去の融資は、令和９年度に返済完了の見込み。

1 医療機関整備資金融資事業

地域医療の確保・充実を図るため、民間の中小病院・診療所を対象に、施設及び災害・防災設備の
整備や地震対策等に必要な資金を融資しました。
平成20年度以降は新規の融資を停止していますが、平成19年度までに行った既存融資について、補
助を行います。（令和９年度終了予定）

５年度 ６年度

           1,893         ▲ 1,101           2,994

融資残高減による補助額の減

融資件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

27 26 22 17 15 9 6

27 26 20 17

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 在宅医療推進事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

16 03 8

地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の推進に向け、在宅医療を支える人材の確保・育成、在宅医療を担う
医師等への支援を行います。
あわせて、医療的ケア児・者等の在宅医療を支える取組を関係局と連携して進めます。

５年度 ６年度

          17,042            6,927          10,115

訪問看護師の人材育成に対して、６年度より新たな支援を開始したことに伴い、７年度より一部事業を廃止しました。今
後も引き続き、必要な支援を進めるとともに、国から作成を求められている災害時個別避難計画について、優先度の高い
要支援者の計画作成にも取り組みます。

1 在宅医療推進事業

横浜市医師会の地域包括ケアシステムの推進に関する経費の補助を行います。

５年度 ６年度

           2,106                0           2,106

地域包括ケアシステム事業部会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

11 11 11 11 11 11 11

10 11 11 11

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 横浜市在宅医療を担う医師養成事業

横浜市医師会と連携し、座学研修（３回）と同行訪問研修を実施し、在宅医療を行う医師の養成に
取り組みます。

５年度 ６年度

             138            ▲ 95             233

研修実績に伴う減

研修修了者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

25 25 25 25 25 25 25

17 21 27 10

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 在宅医療バックアップシステム推進事業

在宅医が二人一組でペアを組み、互いの在宅患者の副主治医を務め、主治医が不在の際等に副主治
医が看取り（緊急対応を含む）を行う「主治医・副主治医制」を実施します。

５年度 ６年度

               0             ▲ 1               1

補助対象実績がなかったことによる減

ペア数 ペア

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

18 18 18 18 18 18 18

4 1 1 0

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 訪問看護師人材育成支援事業

横浜市大と協働で開発した横浜市訪問看護師人材育成プログラムについて、広く活用してもらえる
ように周知、運用します。また、訪問看護師のキャリア開発・スキルアップとして研修・教育支援
体制を整備します。

５年度 ６年度

           4,421            2,653           1,768

新規補助金事業実施に伴う増

情報交換会開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 小児在宅医療推進事業

小児の訪問看護を行う訪問看護ステーションに対して、訪問に必要な医療機器の補助、小児医療に
関する研修会の補助を実施します。また、市内全域を対象に活動を始めた６人の医療的ケア児・者
等コーディネーターが、医療的ケア児・者等の医療・福祉・教育分野等の支援に関して専門的な相
談・調整を総合的に行えるよう支援します。

５年度 ６年度

          10,377            4,371           6,006

コーディネーターを養成したこと等による増

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置 拠点数 か所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 6 6 6 6 6

6 6 6 6

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 9

　平成７年に開校した横浜市病院協会看護専門学校は、令和３年度に実施した専門業者による老朽化状況調査において、
更新時期を超過している設備が散見され、早急な改修が必要との診断を受けました。今後も、市内医療機関等への看護師
等の安定的な供給を確保していくため、令和４年度から３ヵ年計画で必要な改修を迅速に進めていきます。
　令和４年度・５年度に引き続き、３か年目である令和６年度には、給排水設備等学校運営に不可欠な設備の老朽化に対
し、改修工事を実施します。

５年度 ６年度

          58,311        ▲ 57,901         116,212

横浜市病院協会看護専門学校の老朽化による設備の不具合が生じていることから、令和４年度から３か年計画で県基金も
活用した改修を進めており、令和６年度で予定された改修は完了しました。

1 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

横浜市病院協会看護専門学校の設備改修に係る費用を補助します。

５年度 ６年度

          58,311        ▲ 57,901         116,212

事業の進捗による減

工事実施

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

調査 工事 工事 工事 なし なし なし

中長期保全計 工事実施 工事実施 工事実施
画の策定

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・補助事業

が規定の終

期を迎えて

いる

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 地域中核病院支援事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 10

市民が適切な治療を受けられる体制を整えるため、昭和56年に策定された「よこはま２１世紀プラン」で、市域を７方面
に分け、そのうち医療施設の充実している中央部を除く６方面に、地域中核病院を整備することとした。地域中核病院の
整備は、地域に不足する医療機能を補完するものであり、事業主体は民営を基本に、誘致方式等により行い、その建設の
ための借入資金に対する利子補助を行う。また、地域中核病院を含む協議会の運営を行う。

５年度 ６年度

          54,087        ▲ 22,362          76,449

建設資金に対する利子補助については、市場の金利の変動を考慮しながら、変動金利から固定金利への切り替えや、金利
改訂による金利の引き下げを適正に行ってきており、引き続き、適正に補助を行っていく。（北部病院は令和７年度、東
部病院は令和13年度で補助終了予定）

1 北部病院利子補助

地域中核病院である昭和大学横浜市北部病院の建設資金に対する利子補助

５年度 ６年度

          17,895        ▲ 13,441          31,336

借入金残高の減少に伴う利子補助金の減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 東部病院利子補助、土地貸付収入

地域中核病院である済生会横浜市東部病院の建設資金に対する利子補助

５年度 ６年度

          36,192         ▲ 8,921          45,113

借入金残高の減少に伴う利子補助金の減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 労災病院除草業務委託、土地貸付収入

本市が無償貸付をしている独立行政法人労働者健康安全機構横浜労災病院敷地内の除草

５年度 ６年度

               0                0               0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・実施しな

かった

・全部委託

等が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 会議運営

医療連携推進会議（中核・市立・市大病院による病院長会議、事務長会議、担当課長会議等）

５年度 ６年度

               0                0               0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 歯科保健医療推進事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 11

夜間、休日昼間の歯科診療、心身障害児・者及び通院困難者等の訪問歯科診療を行う、横浜市歯科保健医療センターに対
する運営費を補助します。
また、周術期口腔ケアに関する市民啓発や障害児・者歯科診療体制の充実、適切な嚥下機能評価を行える歯科医師の増加
を図るための研修会実施支援補助を行います。

５年度 ６年度

          95,126        ▲ 16,604         111,730

引き続き、歯科医療体制の充実に必要な支援を行うとともに、特に麻酔学的管理を必要とする障害児・者歯科診療の円滑
化に向けた対策を検討する。

1 歯科保健医療センター運営費補助金

夜間、休日昼間の歯科診療、心身障害児・者及び通院困難者等の訪問歯科診療を行う横浜市歯科保
健医療センターに対する運営費を補助します。

５年度 ６年度

          89,535                0          89,535

歯科保健医療センター診療患者数（休日診療・夜間診療） 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

ー ー ー ー ー ー ー

2,947 2,809 2,830 3,005

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 歯科保健医療推進事業

歯科保健医療推進事業を支援するための補助金を交付します。

５年度 ６年度

           3,611        ▲ 18,584          22,195

５年度に実施した調査委託分の減（６年度は異なる細事業に予算計上）

研修会開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

3 障害児・者歯科保健医療の充実に向けた検討

令和５年度に実施した障害児・者歯科医療実態調査の結果を踏まえて、障害児・者歯科保険医療の
充実に向けた検討を行います。

５年度 ６年度

           1,980            1,980               0

新規事業

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 地域医療推進事業

医療局地域医療課 一般会計 08 01 02

17 02 12

地域医療の推進を図るため、地域医療に係る検討・調整等を行います。
（機構改革に伴い、令和６年度より医療政策推進事業から一部を移行）

５年度 ６年度

          11,811         ▲ 2,430          14,241

本事業は、地域医療の推進を図るための検討・調整等を行うために必要な内部経費・事務費を計上している事業である。
引き続き、実績に基づく事務費等の見直しを検討する。

1 地域医療に係る検討・調整

・地域医療に係る会議等の運営、ウェブ会議の実施
・地域医療に係る関係機関との調整

５年度 ６年度

             622            ▲ 93             715

旅費の減等

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 医療機関連携推進事業

地域医療連携センターが行う医療連携に関する啓発等に対して、事業費の一部を負担します。

５年度 ６年度

          11,000                0          11,000

HP医療機関情報検索件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100000 100000 100000 100000 100000 100000 100000

98897 91176 101238 101061

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 健康福祉総合センター貸付事業

健康福祉総合センター管理、運営、貸付を行います。

５年度 ６年度

             190         ▲ 2,336           2,526

不動産鑑定額の減、修繕の内容による減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 二次救急医療対策事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 13

　全国で一般的な休日・夜間の二次救急に対応する「病院群輪番制事業」に加え、本市独自に24 時間365 日救急搬送患
者に対応する病院を「二次救急拠点病院」として指定し、本市の二次救急医療体制の充実強化を図ります。

５年度 ６年度

         365,531           10,016         355,515

　二次救急医療体制については、救急需要及び搬送困難事案数の現状に合わせ、救急搬送患者受入体制が維持、強化され
るよう、補助金の交付基準の見直し等を検討していく必要があります。

1 二次救急拠点病院事業

　二次救急拠点病院に対して体制確保に係る費用の一部を補助します（市立市民病院及び市立みな
と赤十字病院を除く）。

５年度 ６年度

         261,822           13,284         248,538

体制参加病院の増

二次救急拠点病院数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

22 22 21 22 23 23 23

22 22 21 22

・増える ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 病院群輪番制事業

　病院群輪番制事業参加医療機関に対して体制確保に係る費用の一部を補助します。

５年度 ６年度

          91,159         ▲ 5,582          96,741

輪番回数の減

病院群輪番制参加病院数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

24 24 25 24 23 23 23

24 24 25 23

・増える ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 横浜市救急医療情報システム等事業

　横浜市救急医療情報システム（ＹＭＩＳ）の保守・改修を行います。
　また、救急DX実証実験導入にかかる病院支援のため、システムの提案及びシステム改修を行いま
す。

５年度 ６年度

           6,551            2,327           4,224

システム検討等委託の実施による増

YMIS保守改修等実績 ー

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 二次救急医療体制全般に係る委託

　本市の二次救急医療体制を確保するためには、病院運営に関するノウハウや医療知識が必要であ
り、かつ多数の市内医療機関との連携や調整が求められます。そこで、業務を効果的・効率的に行
うために、一部業務を委託により実施します。

５年度 ６年度

           6,000                0           6,000

委託実績 ー

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

5 救急医療検討委員会

　将来に向けて、市民が安心して救急医療を受けられる体制の確立を目指し、現行の救急医療体制
を踏まえて緊急に改善すべき救急医療の課題、抜本的に改革すべき中期的な課題を明確にし、改善
・改革の具体策を「横浜市救急医療検討委員会」で検討します。

５年度 ６年度

               0            ▲ 13              13

旅費等事務的経費の減

委員会開催の有無 ー

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

開催 開催 開催 開催 開催 開催 開催

未開催 未開催 未開催 未開催

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・実施しな

かった

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 救急医療センター運営事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 14

　夜間における初期救急医療体制の中心施設である「横浜市夜間急病センター」及び24時間365日体制で急な病気やけが
のときの受診相談を電話サービスで対応する「横浜市救急相談センター」について、指定管理者制度により管理運営を行
います。
　平成27年度からは、新たな指定管理（第三期）に入り、指定管理期間を10年間（平成27年度～令和６年度）として、平
成26年度に選定した団体である一般社団法人横浜市医師会により運営を行っています。
　「横浜市救急相談センター（＃７１１９）」は、365日切れ目のない救急電話相談と医療機関案内の２つのサービスを
市民に対し提供してきました。令和６年11月に神奈川県の県域を対象とした事業へと移行しています。

５年度 ６年度

         414,310        ▲ 38,662         452,972

　救急医療センター指定管理事業については、患者数や診療報酬単価などの外的要因により収支が不安定となる中でも、
公的サービスを提供する初期救急医療機関が安定的に運営できるよう、継続的に運営費の見直しを図る必要がある。

1 救急医療センター指定管理事業

救急医療センターの運営を指定管理により実施します。

５年度 ６年度

         414,170        ▲ 38,605         452,775

業務内容の変更等による指定管理料の減

救急医療センター 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 救急相談業務運営協議会

救急相談センターにおける効果的な救急相談業務を実施するため、横浜市救急相談業務運営協議会
を開催します。

５年度 ６年度

               0                0               0

救急相談業務運営協議会開催 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 指定管理者選定評価委員会

現行の指定管理期間は令和６年度で終了します。令和７年度からの次期指定管理に向けて、指定管
理者選定評価委員会を開催し、選定基準や、選定の決定等に関し調査審議します。

５年度 ６年度

             140            ▲ 57             197

開催回数の違いによる

指定管理者選定 評価委員会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 3 3 0 0 0

0 0 3 2

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 初期救急医療対策事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 15

　休日・夜間等、医療機関の診療時間外に初期救急患者の受入先を確保するため、救急医療体制を整備します。

５年度 ６年度

         380,981         ▲ 1,532         382,513

　休日急患診療所運営費補助金、夜間急病センター運営費補助金については、患者数や診療報酬単価などの外的要因によ
り収支が不安定となる中でも、公的サービスを提供する初期救急医療機関が安定的に運営できるよう、継続的に運営費の
見直しを図る必要がある。

1 休日急患診療所運営助成事業

休日急患診療所の運営に係る人件費、自家発電装置点検費、駐車場賃貸料（7区医師会）に対して
、補助を行います。
また、老朽施設の修繕に対応するための補修費補助を行います。

５年度 ６年度

         225,743            1,624         224,119

事業量の変化

休日急患診療所 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

18 18 18 18 18 18 18

18 18 18 18

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 初期救急診療機能強化助成事業

老朽化等に伴う建替え工事及び耐震補強工事等の再整備に要する経費を補助します。
令和６年度は、栄区休日急患診療所（未完了分）および、金沢区休日急患診療所を建替え予定。
・１平方メートルあたりの上限：280,000円　
・補助対象面積：300平方メートル（薬剤師を配置して診療所内で調剤を行う場合）

５年度 ６年度

          74,424           18,258          56,166

建替工事の進捗率

建替実施施設 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 0 0

1 1 1 1

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い

3 夜間急病センター運営助成事業

北部及び南西部の夜間急病センターの運営に係る人件費に対して補助を行います。

５年度 ６年度

          80,500        ▲ 21,728         102,228

令和５年度決算額には、令和４年度補正予算の繰越分夜間急病センター緊急補助金が含まれている
ため

夜間急病センター 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 2 2 2 2 2

2 2 2 2

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 その他事務経費等

初期救急医療対策事業に係る各種事務処理を行います。また、休日急患診療所の跡地の管理・保全
を行います。

５年度 ６年度

             314              314               0

令和５年度に経費が発生しなかったため

0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 小児救急医療対策事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 03 16

　小児二次救急の充実を図るため、小児救急拠点病院を整備し、小児科輪番病院とともに市内における安定した小児救急
医療体制を構築します。

５年度 ６年度

         219,250         ▲ 9,600         228,850

小児救急医療体制を維持するため、実態を把握し、必要に応じた効率的な体制を検討していく必要があります。

1 小児救急拠点病院事業

小児救急拠点病院に対して、体制確保に係る費用の一部を補助します。

５年度 ６年度

         200,000                0         200,000

小児救急拠点病院整備数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

７ ７ ７ ７ ７ ７ ７

７ ７ 7 7

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 病院群輪番制事業

病院群輪番制体制参加医療機関に対して体制確保に係る費用の一部を補助します。

５年度 ６年度

          19,250         ▲ 9,600          28,850

輪番回数の減

病院群輪番制参加病院数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

７ ７ ７ ７ ６ ６ ６

７ ７ 7 ６

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 周産期救急医療対策事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 03 17

　出産前後の母体及び新生児を対象にした周産期救急医療施設の確保及び救急医療体制の充実を図ります。

５年度 ６年度

          50,000                0          50,000

　周産期救急病院と診療所等との連携機能を充実させることで周産期救急患者の受入れの円滑化を図る必要があります。

1 周産期センター運営費補助事業

周産期の三次救急医療施設である周産期センターを運営する聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院
に対し、人件費の一部を補助します。

５年度 ６年度

          40,000                0          40,000

補助対象病院数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

１ １ １ １ １ １ １

１ １ １ １

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 周産期救急連携病院事業

周産期救急体制を支援するため、産科医と小児科医が共同で周産期救急医療に対応する医療機関に
対して、運営費を補助します。

５年度 ６年度

          10,000                0          10,000

事業参加病院数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

８ ８ ８ ８

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 周産期救急医療施設整備事業

ＮＩＣＵ(新生児集中治療室)やその後方病床であるＧＣＵ(新生児継続治療室)を整備する場合、経
費の1/2を補助します。
また、ＮＩＣＵ及びＧＣＵを増床した場合、看護師人件費の一部を2年間補助します。

５年度 ６年度

               0                0               0

申請件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

１ １ １ １ １ １ １

１ 0 0 0

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・実施しな

かった

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 疾患別救急医療体制事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 18

　疾患別の会議を開催することで、疾患別救急医療体制参加医療機関から診療体制に関する情報を収集・共有し、疾患ご
とに症状に応じた適切な治療を受けられる体制の確保を図ります。

　【疾患別救急医療体制の内訳】
　　①脳血管疾患救急医療体制：事業開始年度 平成21年度
　　②急性心疾患救急医療体制：事業開始年度 平成22年度
　　③外傷救急医療体制：事業開始年度 平成22年度

　外傷救急医療体制については、救急医療検討委員会提言に基づき、平成26年度に重症外傷センターの運用を開始し、外
傷（整形外科）救急医療体制については、平成28年度に整形外科・脳神経外科対応病院として見直しました。

５年度 ６年度

              14            ▲ 18              32

疾患ごとに症状に応じた適切な治療を受けられる体制を確保しました。引き続き体制の検証を行いながら、より効果的な
救急医療体制の構築を図ります。

1 疾患別救急医療体制連絡会等

疾患別の会議を開催することで、疾患別救急医療体制参加医療機関から診療体制に関する情報を収
集・共有し、疾患ごとに症状に応じた適切な治療を受けられる体制の確保を図ります。

５年度 ６年度

              14            ▲ 18              32

食糧費、事務経費が見込みを下回ったため。

会議開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 6 5 5 5 5

6 4 5 5

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 重症外傷診療検討会

重症外傷センターの治療成績の評価や症例報告会を通じた運用効果の検証

５年度 ６年度

               0                0               0

委員報酬を伴う会議の開催が見込みを下回ったことによる報酬、食糧費等の減

会議開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 2 2 2 2 2

- - 1 1

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 19

　精神疾患症状のなかでも、自殺企図、他害行為や興奮などにより救急隊の活動や医療行為が困難となる症状が発現して
いる身体救急患者に対応できる病院として特定症状対応病院を指定し、特定症状を呈する患者の受入および精神科医のい
ない救急医療機関が処置相談を行える体制を整備します。

５年度 ６年度

          14,061            ▲ 45          14,106

精神疾患のうち、特定症状を有する身体救急患者に対応する医療機関による輪番体制を平日昼間だけでなく、夜間休日も
整備することで、精神疾患を合併する身体救急患者の受入体制を確保しました。引き続き、体制の検証を行いながら、よ
り効果的な救急医療体制の構築を図ります。

1 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

精神症状等により、身体的な病気やけがの治療処置が困難な場合に、精神病床のある救急医療機関
（特定症状対応病院）へ処置相談及び転院調整ができる体制等を構築し、精神科医のいない救急医
療機関における精神疾患等のある方の救急受入の促進を図ります。

５年度 ６年度

          14,061            ▲ 45          14,106

体制参加病院の当番日数が見込みを下回ったことによる委託料の減

特定症状対応病院数 病院

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4 4 4 4 4 4 4

3 3 3 3

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 20

　高齢者を中心に救急需要が増加傾向にある中で救急医療体制の強化を図るため、医師が早期に医療介入し、救急患者の
重症化の防止・救命率の向上と、患者の症状に応じた最適な医療機関へとつなげていくことを目的に、ドクターカーの安
定的な運用を進めます。

５年度 ６年度

          15,086            1,081          14,005

市内ドクターカーの効率的な運用体制について、検討を行う。

1 ドクターカー運用事業

・市民病院併設の救急ワークステーションから出動するドクターカーについて、運営に必要となる
経費（人件費、医療資器材、医療消耗品、医薬品等）の一部負担を行う。
・ドクターカーの運用等に係る協定を締結している市内の３医療機関に対し出動実績に応じて、事
務的経費を支払う。

５年度 ６年度

          15,086            1,141          13,945

医療資器材の購入に伴う負担金の増

出場件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

363 738 735 741 700 700 700

553 521 451 377

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 横浜市ドクターカーシステム運営連絡会

「横浜市ドクターカーシステム運営連絡会」を開催することで、横浜市ドクターカーシステムに係
る関係機関相互の連絡調整を行い、ドクターカーの円滑な運営を図ります。

５年度 ６年度

               0            ▲ 60              60

会議開催方法の変更に伴う減

連絡会等開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ 1 2 2 2 2 2

－ 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 外国籍市民救急医療対策補助事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 21

　人道上の配慮と救急医療体制の円滑な運営を確保するため、救急医療機関に対して外国籍市民救急患者の医療費の未収
金を県と連携して補助します。

５年度 ６年度

           1,294               38           1,256

　市内医療機関の状況を把握し、効果的に事業を実施していくことが必要です。

1 外国籍救急医療対策費補助事業

　人道上の配慮と救急医療体制の円滑な運営を確保するため、救急医療機関に対して外国籍市民救
急患者の医療費の未収金を県と連携して補助します。

５年度 ６年度

           1,294               38           1,256

補助対象額の増

補助金 申請件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

１ ２ ３ ３ ３ ３ ３

１ ２ 2 2

・増える ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 災害時医療体制整備事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 22

　横浜市防災計画に基づく災害医療体制を、これまでの災害の教訓を踏まえてより充実したものとするための施策を進め
ます。

５年度 ６年度

          63,239           11,173          52,066

災害時通信機器のあり方について検討が必要です。

1 医療救護隊用資器材・医薬品管理等業務

災害時に医療救護隊が使用する医薬品・資器材の管理や地域防災拠点に配備した応急手当用品の更
新管理を行います。

５年度 ６年度

          30,472              246          30,226

更新対象資器材の増

地域防災拠点 拠点

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

460 459 459 459 459 459 459

460 459 459 459

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 災害時通信機器・物品管理

医療機関や関係団体に配備している非常用通信機器の維持管理や、のぼり旗の貸与を行う等、防災
計画を基本とし、これまでの災害の教訓を踏まえた運用を進めます。

５年度 ６年度

          31,236           10,966          20,270

非常用通信機器の新規導入による増

非常用通信訓練 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 6 6 6 6 6

3 6 6 6

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

3 各種研修

神奈川県が行うDMAT-L研修の一部プログラムについて、横浜市も合同で開催します。
また、災害支援ナース（Yナース）の登録資格を有する未登録者及び既登録者を対象とし、医療救
護隊として災害時医療救護活動に従事するために必要な知識・技術の研修を行います。

５年度 ６年度

           1,252              498             754

研修委託料及び謝金の増

研修開催 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 2 2

2 3 3 3

・維持 ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 各種連絡会

市内の救命救急センター医師等10名による災害医療アドバイザーの会議のほか、市内13か所の災害
拠点病院連絡部会や、市内の全ての病院を対象とした災害医療体制医療機関連絡会を開催します。

５年度 ６年度

              10            ▲ 26              36

事務経費の見直しに伴う減

会議開催 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

1 1 1 4

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 各種訓練

市内を複数のブロックに分けてエリア別に関係機関による災害時医療訓練を実施します。

５年度 ６年度

              28           ▲ 210             238

事務経費の見直しに伴う減

ブロック別訓練開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

0 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 広報

災害時医療に関する広報を行います。

５年度 ６年度

             240              240               0

印刷製本費の執行による増

広報媒体作成数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - - 1 1 1 1

- - - 1

・維持 ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 23

　横浜救急医療チーム（YMAT）を、市内の災害拠点病院のうち救命救急センターを有する９病院で運用します。
　また、YMAT協力病院に対して、出動経費相当分及び資器材更新等の負担金を交付するとともに、出動可能な隊員の増員
及び質を確保するための研修・訓練を年２回程度実施します。

５年度 ６年度

           2,854              663           2,191

YMAT隊員を確保するため、隊員養成研修をYMAT協力病院と連携しながら効率的に実施していく必要がある。

1 運営連絡会及び作業部会

ＹＭＡＴの運営について、本市関係部局とＹＭＡＴ協力病院で意見交換等を行うため、運営連絡会
及び作業部会を開催します。

５年度 ６年度

              10                8               2

旅費の増

運営連絡会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

３ ３ ３ ３ 2 2 2

２ １ 2 2

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 研修・訓練

市内の救命現場において迅速・的確な医療活動を展開するＹＭＡＴ隊員に必要な知識・技術を身に
つけさせるため隊員養成研修を実施します。

５年度 ６年度

             358              218             140

報償金の増

隊員養成研修 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

２ ２ ２ ２ ２ ２ ２

１ １ 2 2

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 出動経費等負担

ＹＭＡＴ協力病院に対して、出動経費相当分及び資器材更新等の負担金を支払います。
また、ＹＭＡＴ活動で必要な物品等を購入・配備します。

５年度 ６年度

           2,486              437           2,049

物品購入・配備による負担金の増

出動実績 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 99 95 95 100 100 100

79 61 52 68

・維持 ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 救急・災害医療企画推進事業

医療局救急・災害医療課 一般会計 08 01 02

17 05 24

本市救急・災害医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う。

５年度 ６年度

           2,315            2,206             109

当初予算に計上していない会計年度任用職員を年度途中に雇用する必要が生じたため、予算額を超過した。

1 救急医療検討委員会・横浜市災害医療連絡会議

・附属機関である救急医療検討委員会を開催する。
・横浜市防災計画に基づき、横浜市災害医療連絡会議を開催する。

５年度 ６年度

               3                3               0

食糧費の増

会議開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 6 6 6 6 6

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 救急・災害医療における企画検討費

救急・災害医療に関する学会・会議等に参加する。

５年度 ６年度

           2,312            2,203             109

当初予算に計上していない会計年度任用職員を年度途中に雇用する必要が生じたため

学会・会議等参加回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5 4 4 4 4 4 4

2 6 6 3

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 総合的ながん対策推進事業

医療局がん・疾病対策課 一般会計 08 01 02

17 04 25

「横浜市がん撲滅対策推進条例」に基づき、がんに関する医療の充実、がん患者や家族等への支援、緩和ケアの充実、横
浜市立大学が行うがん研究に対する支援等、あらゆる世代に向けた総合的ながん対策に取り組みます。

５年度 ６年度

         114,292            8,378         105,914

がんは日本の死因第１位で高齢化により、がんと診断される人は増加すると予測されている。
働く世代のがんも増加に合わせた治療・療養しながら働くことをサポートするための支援など時代に合わせた施策を検討
し、推進していく必要がある。

1 がん対策の推進

１　がん診療連携拠点病院等による意見交換会の開催
２　がんに関する調査
３　すい臓がんの早期発見にかかる病院連携体制構築と市民への周知

５年度 ６年度

           2,436         ▲ 2,466           4,902

がんに関する調査の実施が３年に１回による減

拠点病院意見交換会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 乳がん対策

１　乳がん連携病院による会議の開催
２　乳がん連携病院への補助
３　乳がん連携病院での取組への支援（PatientNavigator養成講座、がん教育、情報ウェブサイト
「よこはま乳がん」の運営）

５年度 ６年度

          11,781            4,940           6,841

乳がん連携病院が増えたことによる補助金額の増

乳がん連携病院 病院数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 6 7 8 8 8

5 6 6 8

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 小児がん・AYA対策

１　小児がん連携病院による会議の開催
２　小児がん連携病院への支援
３　小児がん広報啓発

５年度 ６年度

          20,028           10,998           9,030

小児がん動画の作成・放映、メタバースを活用した交流支援事業等、新規事業の実施のための増。

小児がん連携病院 病院数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 がん患者及びその家族等への支援

がん診療連携拠点病院が実施するピアサポーターによる相談支援やアピアランス支援に補助金を交
付します。また、がん患者ががん治療に伴い購入したウィッグや帽子の費用や、39歳以下の末期が
ん患者が在宅療養の際に利用する訪問介護や福祉用具貸与のサービスにかかる費用について、一部
助成を行います。

５年度 ６年度

          20,583         ▲ 1,907          22,490

アピアランス研修の実施手法の変更による減。交付対象医療機関の補助対象経費が、当初計画より
下回ったことによる減。

ウィッグ購入費助成 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,600 1,500 1,600 1,700 1,700 1,700 1,700

1,362 1,432 1,526 1,521

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 がん治療と仕事の両立支援

がん患者の治療と仕事の両立支援を推進するため、市内がん診療連携拠点病院の医療従事者を対象
として研修を実施します。また、がん防災マニュアルを配布し、啓発を行います。

５年度 ６年度

             910              333             577

がん防災マニュアルの作成部数の増刷のための増。

研修回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 緩和ケアの充実

緩和医療に携わる医師の育成や医師向けのキャリア説明会を実施し、緩和医療の提供体制の充実や
緩和医療に携わる医師の確保を図ります。療養病床における緩和ケア実施状況に関する調査（新規
事業）。

５年度 ６年度

           8,551         ▲ 3,027          11,578

横浜市緩和医療専門医育成事業補助金について、対象医師を広く募るために、必要な勤務日数の要
件を見直したことによる補助額の減。

緩和医療専門医育成 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

7 横浜市立大学におけるがん研究への支援

横浜市立大学が行う先進的ながん研究に対して支援を行い、市内で提供される医療の質の向上を図
ります。

５年度 ６年度

          50,004                2          50,002

事業に係る事務経費の増。

先進的ながん研究 研究数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - - - - - -

21 22 18 20

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

8 横浜市立大学におけるがん研究への支援

横浜市立大学が行う先進的ながん研究に対して支援を行い、市内で提供される医療の質の向上を図
ります。

５年度 ６年度

          50,004                2          50,002

事業に係る事務経費の増。

先進的ながん研究 研究数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - - - - - -

21 22 18 20

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 疾病対策推進事業

医療局がん・疾病対策課 一般会計 08 01 02

17 04 26

　死因第２位の心血管疾患に対する対策を強化するため、心臓リハビリテーションの推進を行います。
　また、糖尿病の重症化予防に向けて糖尿病の重症化予防に関する多職種向け研修、リーフレット等を用いたハイリスク
アプローチを行います。

５年度 ６年度

           4,928         ▲ 5,259          10,187

心血管疾患の再発・重症化予防、糖尿病重症化や慢性腎臓病予防については、高齢化の進展により患者数が増加すること
が予想されており、疾病対策に関する市民ニーズは高まっていくが、事業改善においては、多職種による地域連携などに
より、限られた資源を効果的に活用し、支援が必要としている層に届く施策を検討し、推進していく必要がある。

1 疾病対策運営費

本市医療政策における疾病対策の推進を図るため、各区医師会等との打合せや学会等に参加します
。

５年度 ６年度

             314              125             189

学会の参加による出張旅費の増。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 心血管疾患対策推進費（心臓リハビリテーションの推進）

１　研修の実施
　　心リハの対象患者が、心リハを適切に実施できる環境を整備するため、医療従事者や介護従事
者に対して、心リハへの理解促進を図る研修を市域で実施します。　
２　広報啓発事業
　　市民向けリーフレットを活用した周知を行うことで心リハの理解促進や知識向上を図ります。
３　人材育成（心臓リハビリテーション指導士資格取得補助、健康運動指導士資格支援補助）
　　 心リハ指導士の養成のための経費を負担する医療機関、健康運動指導士を配置する運動施設
に対し、経費の一部を補助 することで必要な人材を育成・確保します。
４　データ取得機器購入支援補助
　　運動習慣の定着を図るため、運動時のデータを取得する機器の購入を補助します。　
５　運動施設、介護施設連携検討
　　市内の運動施設、介護施設に心リハに関する研修を行い、各施設を連携施設認定を行うことで
、地域連携を促進します。

５年度 ６年度

           2,361         ▲ 6,167           8,528

・令和５年度まで進めてきた強化指定病院（７病院）を中心とした地域連携体制構築支援について
、令和６年度以降もエリア別に委託で実施予定としていたが、市域として市が実施したほか、地域
連携に向けた研修や市民啓発についてもエリアでの委託を市が実施医療機関に補助する運用に見直
したことによる減。

連携施設数 施設数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

93 93 93 93 93 128 128

93 93 93 132

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）
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業
実
績

細事業事業量 単位

想定
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

3 疾病の重症化予防事業

１　糖尿病の重症化予防に関する多職種研修の実施
　　糖尿病の重症化予防に必要な知識・技術の習得に加え、医療・介護連携について学ぶことを目
的とした多職種研修を行います。
２　妊娠糖尿病リーフレットの配布
　　妊娠糖尿病に対する市民の理解を促すためにリーフレットを配布します。
３　糖尿病連携ノート、慢性腎臓病啓発リーフレットの作成・配布（新規事業）
　　糖尿病、慢性腎臓病に対する市民の理解を促すためにリーフレット等を作成、配布します。

５年度 ６年度

           2,253              783           1,470

糖尿病連絡ノートの新規作成・印刷のための増。

多職種向け研修実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- 2 2 2 - - -

- 2 2 2

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 がん検診事業

医療局がん・疾病対策課 一般会計 08 02 01

07 03 1

がんの早期発見、早期治療を図るためのがん検診を実施します。

５年度 ６年度

       4,534,882          548,616       3,986,266

事業実績は主に検診の受診者数に基づくため、受診者数増加に向けて受診勧奨をさらに推進していく必要がある。
また、受診者負担額や検診実施手法の見直しを検討する。

1 がん検診（人件費）

会計年度任用職員（月額職１人、日額職１人）及び保健医療医幹に関する費用を計上します。

５年度 ６年度

           7,846           ▲ 360           8,206

雇用人数の減による減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い



事
業
計
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画
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績
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効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 がん検診共通事業

がん検診にかかるコールセンター、倉庫借上費用等。

５年度 ６年度

          33,017           33,017               0

－

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 胃がん検診事業

実施医療機関において、50歳以上の市民の方を対象に、胃がん検診（内視鏡検査またはエックス線
検査）を実施します。

５年度 ６年度

         669,332           94,884         574,448

受診者数の増による増

胃がん受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

60,000 30,000 36,000 41,509 44,000 44,000 44,000

36,924 33,955 37,787 41,719

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位
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実績
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分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 肺がん個別検診事業

実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に肺がん検診（エックス線検査）を実施します
。

５年度 ６年度

       1,175,440          106,277       1,069,163

受診者数の増による増

肺がん個別受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

125,000 125,000 115,000 141,946 133,000 133,000 133,000

111,298 121,057 125,769 137,971

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である

5 子宮頸がん検診事業

実施医療機関において、20歳以上の市民の方を対象に子宮頸がん検診を実施します。

５年度 ６年度

         830,910          114,509         716,401

受診者数の増による増

子宮頸がん受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

130,000 108,000 112,000 118,453 120,000 120,000 120,000

111,525 109,776 109,766 117,115

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法
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結果

客観的指標に
基づく分析
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効率性・経済性

公平性
負担の
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計

細事業名称
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差引（増減）
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（千円）

年度事
業
実
績
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(1)実施主体 (2)実施手法
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 乳がん検診事業

実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に乳がん検診（マンモグラフィ検査、又は視触
診とマンモグラフィ併用）を実施します。

５年度 ６年度

         624,685           10,356         614,329

受診者数の増による増

乳がん受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

74,500 57,000 57,000 56,740 56,000 56,000 56,000

51,064 49,959 53,421 53,985

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・負担割合

の工夫が可

能

7 乳がん集団検診事業

40歳以上の市民の方を対象に、乳がん検診（マンモグラフィ検査、又は視触診とマンモグラフィ併
用）を検診車で実施します。（実施区：南区、栄区）

５年度 ６年度

           9,981           ▲ 548          10,529

実施回数の減による減

乳がん集団受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

500 600 600 650 500 500 500

479 600 445 478

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

8 大腸がん検診事業

実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に大腸がん検診（便潜血検査）を実施します。

５年度 ６年度

         365,639           20,738         344,901

受診者数の増による増

大腸がん受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

180,000 160,000 167,000 164,032 159,000 159,000 159,000

142,884 149,082 151,698 160,144

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担割合

の工夫が可

能

9 前立腺がん検診事業

実施医療機関において、50歳以上の市民の方を対象に前立腺がん検診（血中PSA検査）を実施しま
す。

５年度 ６年度

         380,578           27,907         352,671

受診者数の増による増

前立腺がん受診者実績 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

74,500 74,000 77,000 86,652 79,000 79,000 79,000

71,852 78,070 78,097 83,747

・維持 ・規則・方

針

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・負担割合

の工夫が可

能



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

10 がん検診広報啓発事業

受診率向上のための取組として、個別勧奨通知や無料クーポン、その他各種広報の実施、ウェブサ
イトの作成及びがん検診システムに関連するICT関連費用等を計上します。

５年度 ６年度

         437,454          437,454               0

－

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 風しん対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 2

　「先天性風しん症候群」及び風しんの発生を予防するため、妊娠を予定・希望する女性とそのパートナー等を対象に、
風しんの予防接種、及び抗体検査費用の助成を実施する。

５年度 ６年度

          94,303        ▲ 29,382         123,685

　ワクチンの供給状況や感染症の動向も踏まえ、引き続き、抗体検査及び予防接種件数の増加に向けて、周知・啓発を行
う。

1 風しん対策事業

　「先天性風しん症候群」及び風しんの発生を予防するため、妊娠を予定・希望する女性とそのパ
ートナー等を対象に、風しんの予防接種、及び抗体検査費用の助成を実施する。

５年度 ６年度

          94,303        ▲ 29,382         123,685

抗体検査及び予防接種件数の減

抗体検査 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10,200 10,200 10,200 10,200 10,200 10,200 10,200

8,811 7,926 8,144 7,110

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 3

新型コロナウイルス感染症の重症化予防のため、ワクチン接種事業を実施する。

５年度 ６年度

       6,851,579     ▲ 6,342,210      13,193,789

高齢者等の重症化予防に資するため、引き続き希望する方が接種できる体制を構築していく。また、契約内容の見直し等
により、市民ニーズを踏まえた適切な事業規模での効率的な予算執行を徹底する。

1 接種費用

対象者に対して新型コロナワクチン予防接種を実施します。なお、予防接種を実施するにあたり、
対象者に周知するとともに、医療機関に接種業務を委託します。

５年度 ６年度

       2,862,246     ▲ 1,800,642       4,662,888

被接種者数の減による減

請求に係る予診票数 枚

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

11,453,067 2,538,254 3,753,220 540,050 170,000 170,000 170,000

4,846,679 4,039,241 1,506,862 197,489

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 医療調整、施設・福祉接種

医療機関や高齢者施設等へ、ワクチン接種のお知らせや手引き等を送付します。

５年度 ６年度

           6,485     ▲ 1,688,105       1,694,590

接種促進支援事業や市でのワクチン配送等が終了したことによる減

接種協力医療機関数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,900 1,900 1,900 1,700 1,700 1,700 1,700

2,000 2,000 1,700 1,600

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

3 コールセンター・個別通知等

ワクチン接種に係るコールセンターの運営を実施します。
接種開始（10月～）に向けて個別通知を作成・発送します。
追加接種等に伴う予防接種台帳システム改修を実施します。

５年度 ６年度

          38,550     ▲ 5,277,816       5,316,366

個別通知を実施しなかったことによる減

個別通知発送数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,418,930 2,481,418 3,751,344 950,000 0 0 0

5,995,799 4,396,272 2,466,938 0

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 諸経費

国の認定に伴い、必要な健康被害救済制度の給付金を支給します。
また、ワクチン接種事業を滞りなく行うために人材派遣を配置し、必要な各種事務を実施します。

５年度 ６年度

       3,913,720        2,414,340       1,499,380

過年度受入済国費の超過受入分返還による増

接種証明書発行数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100,000 3,470,283 1,488,000 112,800 720 720 720

15,536 758,174 162,428 724

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

5 人件費

ワクチン接種に関連する事務処理や問合せ対応等の業務を行うために必要な体制を構築します。

５年度 ６年度

          30,577           16,678          13,899

各区に会計年度任用職員を配置したことによる増

会計年度任用職員雇用人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

36 36 9 18 18

12 9 7 27

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 結核特別対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 4

　結核ハイリスク者に対する健康診断を行うとともに、結核に関する最新の情報の収集、正しい知識の普及、結核の予防
活動に従事する人材の養成及び資質の向上等を図ることにより、結核の早期発見及びまん延防止に努めます。

５年度 ６年度

          12,742            1,743          10,999

引き続き法令に基づき、結核ハイリスク者に対する健康診断や結核患者に対する服薬支援、結核に関する啓発を行うこと
等により、結核の早期発見やまん延防止に努め、更なる罹患率の低下を目指します。また、結核ハイリスク者への特別対
策事業について、実施方法等事業内容について見直しを行います。

1 結核ハイリスク者への特別対策事業

　寿地区住民や結核高まん延国から来た外国出生者、生活困窮者や高齢者等、結核罹患率が高いハ
イリスク者に対し、結核に関する啓発を行うとともに、健康診断を実施します。

５年度 ６年度

           5,004              888           4,116

結核ハイリスク者への検診の一部委託化による委託費の増

寿地区等の検診受診者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1200 1200 1200 1200 1200 1200 1200

732 922 1201 1261

・維持 ・法律・政

令

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を上

回った

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・負担割合

の工夫が可

能



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 服薬支援事業等

　結核登録患者に対し服薬支援（DOTS）を行うとともに、外国人結核患者等に対しては必要に応じ
て医療通訳を派遣します。また、結核業務を担当する職員を結核研究所主催研修等へ派遣し、結核
に関する最新の状況や知識を共有します。

５年度 ６年度

           2,583               86           2,497

会計年度任用職員の報酬改定等に伴う人件費の増

DOTS人数（寿・薬局） 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 40 20 20 20 20

9 7 6 6

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 啓発事業

　医療機関等に対し結核に関する周知や啓発を行うと共に、研修会を実施し、結核に関する最新の
状況や知識を共有します。

５年度 ６年度

           1,066              460             606

医療機関への個別通知にかかる通信運搬費の増

医療機関への送付数 通

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6000 6000 6000 6000 6000 6000 6000

4943 4684 3394 4829

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 その他事業

　医療機関あてに調査票を送付し結核登録者の病状を把握します。また、結核対策に携わる他市町
村の行政職員や、臨床に携わる医療従事者等と意見交換を行い、地域の結核対策を推進します。

５年度 ６年度

           4,090              310           3,780

郵便料金改定等による事務経費の増

定期病状調査送付数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2100 2000 1900 1500 1500 1500 1500

1292 1246 1046 1090

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 健康危機管理機能強化事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 5

横浜市保健所を運営し、専門職員の人材育成を行う。

５年度 ６年度

           1,265              256           1,009

研修及び学会等への積極的な参加を奨励し、専門職員の資質向上と人材育成を推進する。

1 保健所の運営

・全国保健所長会等が開催する各種会議に参加します。
・保健所の庶務を行います。

５年度 ６年度

           1,019              351             668

物品廃棄にかかる委託料の増、会議開催地変更に伴う旅費の増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 専門職員の人材育成

研修及び学会等への積極的な参加を奨励し、専門職員の資質向上と人材育成を推進する。

５年度 ６年度

             246            ▲ 95             341

学会負担金の減、学会・研修開催地が近隣であったことに伴う旅費の減

派遣人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

13 13 13 13 13 13 13

2 2 4 9

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 定期予防接種事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 6

　予防接種法に定める疾病について、予防接種を市内の協力医療機関で個別接種にて実施することにより、感染症の発生
及びまん延を予防し、公衆衛生の向上及び増進に寄与する。

５年度 ６年度

      10,920,827        1,933,177       8,987,650

現在、予防接種法に定める疾病について、国の定める基準に従い事業を実施している。予防接種法の改正があれば、適宜
事業内容に反映し、必要に応じて見直しを行う。

1 接種委託費用

　五種混合・四種混合・小児用肺炎球菌・Ｂ型肝炎・ロタウイルス・麻しん風しん混合・ＢＣＧ・
水痘・日本脳炎・二種混合・子宮頸がん予防等のこどもの予防接種を実施する。

５年度 ６年度

      10,433,519        1,933,409       8,500,110

子宮頸がん予防ワクチン救済措置最終年度に伴う被接種者の増

接種件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

684,400 682,400 732,000 684,600 594,110 581,000 581,000

651,887 728,900 701,113 689,099

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 接種台帳システム

　対象者に対して実施した定期予防接種の記録を電子化し、予防接種台帳システムにて管理する。

５年度 ６年度

         106,533           46,499          60,034

システム標準化対応経費の増

パンチ入力 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

777,250 777,250 800,000 800,000 667,000 667,000 667,000

660,237 694,572 716,394 711,679

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

3 個別通知

０歳児・１歳児・３歳児・９歳児・11歳児・年長児・新中１生(女子)に予診票等を個別通知する。

５年度 ６年度

          93,417        ▲ 30,452         123,869

子宮頸がん予防９価ワクチン定期接種化時に必要となった案内通知等の減

個別通知送付件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

171,700 169,600 182,200 176,500 173,300 173,300 173,300

169,873 164,380 176,078 171,852

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 骨髄移植等による再接種費用助成

　骨髄移植手術等により、接種済みの予防接種法に基づく予防接種の予防効果が期待できないと医
師に判断され、任意で予防接種を再接種する者に対し、当該予防接種に要する費用を助成する。

５年度 ６年度

             666            ▲ 50             716

申請額の減

助成件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

20 20 20 20 20 20 20

18 9 17 20

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

5 風しん追加対策事業

　平成30年７月から全国で風しんの報告が増えたことを踏まえ、国において、風しんの感染拡大防
止のため、追加対策（風しんの第５期定期接種）を実施することとなった。これを受けて昭和37年
４月２日から昭和54年４月１日生まれの男性を対象として、抗体検査及び予防接種を実施する。ま
た、事業の実施期間が、令和６年度末まで延長となった。

５年度 ６年度

         149,914        ▲ 34,267         184,181

国費返還額の減

抗体検査実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

60,000 48,000 36,000 12,000 - - -

35,826 11,350 8,631 11,599

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 その他

　償還払い、予防接種コールセンター運営、予防接種のしおりの作成、各種調査、各種研修会を実
施する。

５年度 ６年度

         136,779           38,862          97,917

令和５年度まで別の細事業としていた「予防接種コールセンター運営」の本細事業への統合による
増

償還払い件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

8,770 11,230 11,010 5,500 4,868 4,868 4,868

8,820 7,875 5,599 4,920

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 感染症発生動向調査事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 7

感染症発生情報の正確な把握と分析、またそれによる市民や医療関係者への的確な情報提供・公開により感染症対策に役
立てます。

５年度 ６年度

          66,228           12,672          53,556

感染症発生動向調査事業については、感染症対策の根幹をなす事業であり、市民ニーズ等に基づく分析や委託化を前提と
した検討は実態にそぐわないと考えるが、事業改善のあり方については今後も国等の動向を注視していく。

1 事業運営費

毎月感染症発生動向調査委員会を開催する。また、感染症発生動向調査に関する検体運搬を委託す
る。

５年度 ６年度

           3,280           ▲ 322           3,602

感染症発生動向調査にかかる検体運搬費の減

感染症発生動向調査委員会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12 12 12 12 12 12 12

12 12 12 12

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 定点医療機関報告費

感染症発生動向調査実施要綱に基づき、定点医療機関を選定し、所定の頻度での報告を委託します
。

５年度 ６年度

          27,834            2,059          25,775

病原体定点費用の増

患者定点・疑似症定点数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

226 226 226 226 155 155 155

218 218 218 218

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

3 検査費

病原体定点からの依頼検査並びに、麻しん、風しん及び腸管出血性大腸菌等の遺伝子検査を実施し
ます。

５年度 ６年度

          19,287              807          18,480

検査用消耗品の価格上昇による増

病原体定点報告数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

501 700 708 643

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 精度管理関係費

感染症関連検査に使用する機器の精度管理保守点検を委託します。

５年度 ６年度

               0           ▲ 749             749

委託未実施による減

検査機器等台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

28 28 28 28 28 28 28

28 28 28 28

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・実施しな

かった

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

5 動物媒介感染症検査費

蚊発生期間に市内25か所に捕獲トラップを設置し、蚊の生息状況及び蚊媒介感染症ウイルスの保有
状況を調査します。

５年度 ６年度

           5,343              393           4,950

調査用消耗品費の価格上昇による増

蚊捕獲数（ウイルス検査数） 匹

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

7,707 7,192 8,475 10,147

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 新型コロナウイルス感染症対策

新型コロナウイルスの遺伝子検査、変異ウイルスの検出と全ゲノム解析を実施し、流行ウイルスを
解析する。

５年度 ６年度

          10,482           10,482               0

細事業新設による皆増

遺伝子検査数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10,000 1,000 400 400 400 400 400

4,894 986 394 195

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 放射線対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 8

東京電力福島第一原子力発電所事故の影響による放射線に対する市民の不安を緩和するため、市民からの相談等に対して
各区局と連携しながら適切に対応します。また、横浜市放射線対策本部の事務局として、その円滑な運営にかかる業務を
行います。

５年度 ６年度

             228           ▲ 127             355

放射線に関する市民からの相談や放射線測定機器の貸出実績を踏まえながら、事業内容の見直しを検討していきます。

1 市民相談・対策業務

・放射線対策について各区局と連携しながら適切に対応します。
・電話相談や放射線測定機器の無料貸出等、市民の不安を解消するための相談業務を行います。
・横浜市放射線対策本部の事務局として、各区局との連絡調整や会議開催事務等、その円滑な運営
にかかる業務を行います。

５年度 ６年度

             228           ▲ 127             355

放射線測定機器の校正台数減に伴う減

放射線測定器の貸出 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

16 16 10 5 5 5 5

0 5 4 2

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 感染症・食中毒対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 9

感染症の発生を未然に防ぐため、市民への啓発及び各種検査を行います。また、患者発生時には、適切な医療提供及びま
ん延防止対策を図ります。

５年度 ６年度

          52,563           21,570          30,993

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、次の新興・再興感染症に備えた研修や訓練体制の見直し・拡充に取り組んでい
く。また、地域保健法等に定められた保健所の緊急対応体制確保や、衛生研究所における検査体制との連携についても、
効率的な事業執行を意識して改善に取り組む。

1 予防啓発費用

効果的な媒体を用いて、輸入感染症や冬に流行する感染症の感染防止対策について市民啓発を行う
。

５年度 ６年度

             581           ▲ 894           1,475

予防啓発委託回数の減

啓発回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10 10 10 10 10 10 10

0 4 9 10

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 事務費用

地域健康危機管理ガイドラインで保健所に求められている24時間365日の健康危機管理体制を維持
する。

５年度 ６年度

          11,424            6,262           5,162

国費返還額の増

緊急通報ダイヤル受信件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

300 600 600 600 600 600 600

147 302 228 382

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・なじまな

い

3 健康診断及び原因究明に係る費用

感染症や食中毒に関連した健康診断、原因究明に係る検査を実施する。

５年度 ６年度

          12,677         ▲ 1,676          14,353

検査数の減による消耗品費の減

検査件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

3,935 2,775 5,133 3,756

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 消毒に係る費用

感染症発生時、感染拡大防止のために区福祉保健センターにて防疫対策用品を整備する。

５年度 ６年度

              65               65               0

消毒用品購入による消耗品費の増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

5 一類・二類感染症発生時対応

一類・二類感染症（結核を除く）疑い患者の搬送訓練を実施する。

５年度 ６年度

           1,035              339             696

訓練用消耗品の買替えによる増

訓練回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

１ １ 1 1

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 防疫用検査備品購入費

感染症や食中毒に関連した検査に必要な検査機器を整備する。

５年度 ６年度

           4,631              418           4,213

購入物品変更による増

購入機器台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4 4 4 4 4 4 4

3 4 4 4

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

7 感染症関係検討会

感染防止対策支援連絡会を開催するとともに、必要に応じて他の感染症に関する検討会を開催する
。

５年度 ６年度

              67            ▲ 27              94

事業見直しによる報償費等の減

検討会開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

8 会計年度任用職員等人件費

感染症対策の知識・経験の豊富な人材の雇用

５年度 ６年度

           5,098               98           5,000

報酬改定に伴う増

雇用人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 1 1 1 1

2 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

9 新型コロナウイルス感染症対策

入院勧告に基づいて医療機関に入院した患者に対する治療に必要な費用及び医療保険適用後の患者
自己負担に相当する行政検査に係る費用を公費で負担します。

５年度 ６年度

          16,984           16,984               0

細事業新設による皆増

医療費扶助（入院） 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12,036 12,720 16,560 80 40 20 10

11,755 28,761 3,858 43

・減る ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 高齢者インフルエンザ予防接種事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 10

インフルエンザの重症化予防とまん延防止を図るため、対象者のワクチン接種費用の一部又は全額助成を実施する。

５年度 ６年度

       1,493,372        ▲ 54,301       1,547,673

高齢者等の重症化予防に資するため、引き続き希望する方が接種できる体制を構築していく。外部委託も活用しながら、
引き続き事業の円滑な推進に努めるとともに、市民ニーズを踏まえた適切な事業規模での効率的な予算執行を徹底する。

1 対象者への接種

　対象者に対してインフルエンザ予防接種を実施する。なお、予防接種を接種するにあたり、対象
者に周知するとともに、医療機関に接種業務を委託する。

５年度 ６年度

       1,482,297        ▲ 53,510       1,535,807

被接種者数の減

被接種者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

379,738 382,080 435,533 513,257 513,257 513,257 513,257

459,094 486,297 460,324 429,890

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 印刷物の作成

接種業務を委託するために必要な印刷物の作成を行う。

５年度 ６年度

              89            ▲ 26             115

被接種者数の減に伴う印刷部数の減

印刷物冊数 部

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

900,800 907,950 907,950 1,118,014 1,118,014 1,118,014 1,118,014

901,710 1,034,298 1,073,954 990,923

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

3 実施機関への書類送付

接種業務を委託するために必要な印刷物の配付を行う。

５年度 ６年度

          10,944           ▲ 653          11,597

被接種者数の減に伴う印刷部数の減及び契約単価の低下

送付箇所数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2,900 3,106 3,106 3,200 3,200 3,200 3,200

2,899 3,073 3,133 3,278

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 予防接種後健康状況調査

　厚生労働省が指定するワクチン接種について、接種後の対象者の健康状況調査を行う。

５年度 ６年度

               8                0               8

調査票配布枚数 枚

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 40 40 40 40 40

40 40 40 40

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

5 事務費

　高齢者インフルエンザワクチン予防接種事業実施にあたり、必要となる事務を行う。

５年度 ６年度

              34           ▲ 112             146

消耗品購入の減

被接種者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

379,738 382,080 435,533 513,257 513,257 513,257 513,257

459,094 486,297 460,324 429,890

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 結核医療・健康管理事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 11

　結核の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的として、感染症
である結核に対して、予防・早期発見・医療に関して必要な措置を実施します。

５年度 ６年度

         138,356        ▲ 46,535         184,891

結核患者接触者健康診断及び精密検査業務委託医療機関数の拡大を図ります。

1 接触者健診・管理検診

結核患者の接触者及び結核治療完了者を対象に、健康診断を実施します。

５年度 ６年度

          51,879            1,890          49,989

医療機関で実施する接触者健診・管理検診件数の増

接触者健診・管理検診 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4500 4000 4000 4000 4000 4000 4000

1828 1561 2270 2396

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 定期健康診断費補助

市内の私立学校及び私立施設の長が実施する結核定期健康診断に対して、その費用の一部を補助し
ます。

５年度 ６年度

          13,432              449          12,983

定期健康診断費補助件数の増

定期健康診断費補助 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

48200 49000 49000 49000 49000 49000 49000

41450 42307 42894 44380

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である

3 結核医療費・結核診査会

感染症診査協議会を運営し、結核患者へ適正な結核医療を提供します。

５年度 ６年度

          58,760        ▲ 26,209          84,969

結核医療費の減

医療費扶助（入院・一般） 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

7580 6500 6500 6500 6500 6500 6500

4397 4099 4171 4314

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 その他結核業務運営

①～③事業の実施に伴う人件費・旅費等の業務運営費

５年度 ６年度

          14,284        ▲ 22,666          36,950

国費返還額の減

会計年度任用職員 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 予防接種健康被害救済事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 12

予防接種法に基づき、定期又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合にお
いて、その原因が当該予防接種を受けたことによる者と厚生労働大臣が認めた者に対し、救済措置を行う。

５年度 ６年度

          56,418              717          55,701

引き続き、予防接種法に基づき厚生労働大臣が認めた者に対し、救済措置を行っていく。横浜市予防接種事故対策調査会
についても、申請数に応じて適切に開催し、遅滞なく国に進達する。

1 給付金支給

　予防接種法に基づき、定期又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり
、その原因が当該予防接種を受けたことによる者と厚生労働大臣が認めた者に対し、医療費・医療
手当・障害年金・介護加算を支給する。

５年度 ６年度

          56,413              720          55,693

申請件数の増

障害年金支給人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

14 14 14 13 13 13 13

14 14 14 13

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 予防接種事故対策調査会開催経費

予防接種に起因すると考えられる健康被害に係る申請について、予防接種事故対策調査会を開催し
、予防接種との因果関係等を審議する。

５年度 ６年度

               6             ▲ 2               8

委員報酬の減

開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 新型インフルエンザ等対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 13

市内で「新型インフルエンザ等感染症」に位置づけられる感染症患者が発生した場合に、関係機関が迅速かつ的確に対応
できるよう平時より対策を講じ、市民の安全を確保します。

５年度 ６年度

          33,198         ▲ 9,913          43,111

横浜市新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、新たな危機に備え、医療関係者連絡会の開催や医療資器材・抗イン
フルエンザ薬の備蓄、市民啓発等を今後も継続して実施していきます。

1 帰国者・接触者外来等医療体制の確保

新型インフルエンザ等発生時に適切な医療を提供できるよう、必要な資器材等の備蓄を行います。

５年度 ６年度

          10,632         ▲ 2,113          12,745

資器材等の購入数を減らしたことによる減

備蓄用PPEセットの購入数 セット

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4000 3140 3140 3140 3140 3140 3140

4000 3140 3140 1880

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 新型インフルエンザ等対策医療関係者連絡協議会の開催

新型インフルエンザ等の発生に備え、帰国者・接触者外来設置医療機関等と連絡会を開催します。

５年度 ６年度

             484              112             372

国費返還による増

医療関係者連絡会等の開催 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

0 0 ２ 1

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

3 入院医療機関の医療体制の確保

新型インフルエンザ等発生に備えて、医療資器材の備蓄を行います。

５年度 ６年度

          13,297         ▲ 3,080          16,377

資器材等の購入数を減らしたことによる減

備蓄用PPEセットの購入数 セット

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6200 5900 5900 5900 5900 5900 5900

6200 5900 5900 3540

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 衛生研究所費用

新型インフルエンザ等発生に備えて、医療資器材の備蓄を行います。

５年度 ６年度

             162         ▲ 3,038           3,200

資器材等の購入数を減らしたことによる減

備蓄用PPEセットの購入数 セット

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1400 740 740 740 740 740 740

1400 740 740 450

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

5 積極的疫学調査

新型インフルエンザ等発生時に、疫学調査等を実施できるよう医療資器材の備蓄を行います。

５年度 ６年度

             531           ▲ 577           1,108

資器材等の購入数を減らしたことによる減

備蓄用PPEセットの購入数 セット

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

400 220 220 220 220 220 220

400 220 220 130

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 備蓄物品の保管

新型インフルエンザ等発生時に使用する医療資器材を、市内２か所の倉庫に備蓄します。

５年度 ６年度

           7,938         ▲ 1,221           9,159

医療資器材の備蓄数の見直しに伴い、保管数を大幅に減らしたことによる減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

7 市民啓発事業

新型インフルエンザ等について、あらかじめ市民に対して正しい知識の共有や情報提供等の啓発を
行います。

５年度 ６年度

             154                4             150

啓発用チラシの価格上昇による増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 高齢者予防接種事業（成人用肺炎球菌）

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 14

　予防接種法等に基づき次の対象者に肺炎球菌ワクチン予防接種を実施する。
(1) 横浜市内に住民登録のある65歳の者
(2) 横浜市内に住民登録のある60歳以上65歳未満で心臓、じん臓、呼吸器の機能、又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能に１級程度の障害がある者

５年度 ６年度

          61,132       ▲ 163,827         224,959

高齢者の肺炎感染予防とまん延防止を図るため、引き続き、市民の皆様が安心して接種できる体制を確保する。

1 予防接種後健康状況調査

　厚生労働省が指定するワクチン接種について、接種後の対象者の健康状況調査を行う。

５年度 ６年度

               8                0               8

調査票配布枚数 枚

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 40 40 40 40 40

40 40 40 40

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 対象者への接種

　予防接種法等に基づき次の対象者に肺炎球菌ワクチン予防接種を実施します。
(1) 横浜市内に住民登録のある65歳の者
(2) 横浜市内に住民登録のある60歳以上65歳未満で心臓、じん臓、呼吸器の機能、又はヒト免疫不
全ウイルスによる免疫機能に１級程度の障害がある者

５年度 ６年度

          57,653       ▲ 134,789         192,442

制度変更に伴う対象者数及び被接種者数の減

被接種者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30,593 33,747 37,656 16,271 16,924 16,924 16,924

23,917 25,830 33,058 9,956

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である

3 印刷物の作成

　成人用肺炎球菌ワクチン予防接種事業の実施にあたって、手引きなど必要な書類を作成・印刷す
る。

５年度 ６年度

               0           ▲ 252             252

印刷配布物のデータ化による減

印刷物冊数 冊

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,870 3,870 3,870 3,730 0 0 0

3,720 3,720 1,946 0

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 対象者・実施機関への書類送付

　対象者に対して個別通知を送付する。

５年度 ６年度

           1,980        ▲ 27,526          29,506

制度変更に伴う送付対象者の減

送付件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

125,452 130,081 150,527 45,281 47,035 47,035 47,035

142,667 144,358 149,330 44,981

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 接種履歴管理

　対象者に対して実施した定期予防接種の記録を電子化し、予防接種台帳システムにて管理する。

５年度 ６年度

           1,372           ▲ 658           2,030

被接種者数の減に伴うパンチ入力件数の減

パンチ入力件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

37,395 64,340 52,718 24,000 23,800 23,800 23,800

47,851 63,205 28,473 18,515

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 事務費

　成人用肺炎球菌ワクチン予防接種事業実施にあたり、必要となる事務を行う。

５年度 ６年度

             119           ▲ 602             721

消耗品購入の減

被接種者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30,593 33,747 37,656 16,271 19,924 16,924 16,924

23,917 25,830 33,058 9,956

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 エイズ・性感染症予防対策事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 02 15

ＨＩＶ・性感染症感染の予防、早期発見と適切な医療につなげることを目的として、相談・検査体制の整備、啓発等を実
施します。

５年度 ６年度

          59,751            6,336          53,415

感染症法、特定感染症予防指針に基づき、HIV感染の早期発見と適切な医療の提供を行います。検査数が減少傾向にある
ため、引き続き検査相談体制の確保、啓発による検査の周知を行います。

1 特定感染症検査等事業

　①ＨＩＶ昼間・夜間検査、②ＨＩＶ土曜検査、③ＨＩＶ日曜検査、④エイズ休日夜間電話相談、
⑤性感染症検査を実施します。

５年度 ６年度

          37,982            4,922          33,060

夜間検査の委託化による増

HIV検査件数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3500 3500 3500 3500 3500 3500 3500

1090 1920 1891 1790

・維持 ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を下

回った

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 エイズ対策促進事業

・エイズ対策推進協議会を運営し、市民・関係団体と連携した総合的なエイズ対策を推進します。
・職員研修、医療従事者研修、エイズ専門カウンセラー派遣、HIV感染予防薬の配備を実施します
。
・市民への普及啓発、横浜AIDS市民活動センターによる情報提供事業を実施します。

５年度 ６年度

          21,768            1,413          20,355

啓発動画作成・広告配信委託による増

エイズ専門カウンセラー派遣 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

300 250 250 250 250 151 151

195 199 142 99

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 保健統計調査事業

医療局健康安全課 一般会計 08 02 01

07 99 16

人口動態調査などの基幹統計、一般統計（保健衛生分野）について、本市域分を国の委託に基づいて実施します。

５年度 ６年度

           8,825         ▲ 4,109          12,934

本事業は法定受託事務であり、本市の裁量で事業内容や方法を変更することは不可能なため、事業改善の検討は困難であ
る。

1 保健統計調査事業（人件費）

国民生活基礎調査、世帯動態調査

５年度 ６年度

           5,766           ▲ 855           6,621

調査地区数減に伴う減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 保健統計調査事業（企画管理費）

人口動態調査、国民生活基礎調査、世帯動態調査、医師・歯科医師・薬剤師調査、医療施設調査（
動態）

５年度 ６年度

           3,060         ▲ 3,253           6,313

３年周期の調査非実施に伴う減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療安全支援センター事業

医療局医療安全課 一般会計 08 02 01

17 99 17

医療安全の確保及び向上を目的として、患者・家族からの相談対応を行う医療安全相談窓口を運営し、患者・医療機関の
信頼関係構築を支援するとともに、地域における医療安全への意識啓発を図ります。

５年度 ６年度

          15,571            2,306          13,265

医療安全相談窓口への相談内容は複雑化・多様化に対応するため、令和７年度より実施主体を委託化し、事務職から医療
従事者による対応に変更することで、相談対応の質の向上を図ります。
また、市民向け講演会、医療従事者研修会を講演形式からイベント形式に変更します。複数のプログラムからなる医療イ
ベントを開催し、市民、医療従事者、幅広い年代の対象が学べる効果的な啓発を実施予定です。

1 医療安全相談窓口

患者・家族等からの相談・苦情に中立的な立場で対応する相談窓口を運営します。

５年度 ６年度

          13,976            2,201          11,775

会計年度任用職員の報酬改定による人件費の増

医療安全相談窓口件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4,500 4,500 4,500 4,500 3,500 4,000 4,000

4,302 4,135 3,610 3,556

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 医療安全推進協議会

医療安全推進協議会を開催し、各団体委員から多角的意見を得ることで相談窓口の対応力向上を図
るとともに、事件・事故等につながる可能性のある情報提供に対する取組評価を行います。

５年度 ６年度

             324               34             290

報酬費の増

協議会開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

1 3 3 3

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 医療安全研修会

医療従事者を対象とし、医療安全管理体制の確保や患者サービスの向上を目的とした研修会を実施
します。

５年度 ６年度

             352              185             167

チラシ印刷による印刷費の増

医療安全研修会参加者満足度 %

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

85 85 87 95 95 95 95

95 97 97 94

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 市内医療機関と患者とのコミュニケーション向上に向けた普及啓発

普及啓発を目的に、患者・市民・医療施設等を対象に医療安全に関する情報をホームページやリー
フレット等で提供するほか、市民向け講演会を実施します。

５年度 ６年度

             918           ▲ 116           1,034

リーフレットの配布数を精査することによる印刷製本費の減

市民向け講演会参加者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

中止 170 170 170 170 170 170

中止 91 83 176

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 薬務事業

医療局医療安全課 一般会計 08 02 01

17 99 18

薬局・医薬品販売業及び毒物劇物取扱施設等の許認可・監視指導を通し、各施設の適正な運営・管理を確保し、安全な医
薬品の流通並びに医薬品等の適正な使用を推進します。また、薬務関係事務の電子化を進めます。
衛生検査所の立入検査を通し、検体検査の品質や精度向上により良質な医療提供に寄与します。

５年度 ６年度

          14,667               94          14,573

許認可監視業務では、利用者サービスの向上を図るため電子申請の全市実施に向けたシステムの改善等に取り組むととも
に、薬事監視等の検査にタブレットを導入し、効率的に検査を実施します。
また、社会問題となっている薬物乱用を未然に防止するために啓発は引き続き必要であることから、デジタルサイネージ
の活用といった様々な手法で薬物に関する正しい知識をより広く市民に周知していきます。

1 許認可監視業務

薬局・医薬品販売業及び毒物劇物取扱施設等の許認可・監視指導を実施します。

５年度 ６年度

           9,633              241           9,392

薬事監視用タブレット及び関連ソフトウェア購入に伴う増

薬事施設への立入検査実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

927 1,563 1,289 1,684

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 医薬品適正使用関連事業

市民が医薬品を適切に使用できるように、かかりつけ薬局・薬剤師制度等の医薬品適正使用に関す
る啓発を実施します。

５年度 ６年度

             475                0             475

啓発実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

7 7 7 7 7 7 7

中止 7 7 9

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 衛生検査所立入検査

衛生検査所の登録・立入検査を実施します。また、これらをより適切に実施するため有識者による
委員会議を運営します。

５年度 ６年度

             804            ▲ 95             899

衛生検査所廃止による特別職報酬及び旅費の減

立入検査実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

18 18 18 20 11 11 11

中止 18 17 13

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 医薬品安全確保対策

流通している医薬品等の買上調査を実施し、不良な医薬品等がある場合は、事業者に対して指導を
行います。

５年度 ６年度

           1,962               39           1,923

検査用試薬類等の単価上昇による増

検査件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30 30 30 30 30 30 30

中止 30 31 30

・維持 ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 薬物乱用防止啓発

大麻や覚醒剤等の薬物乱用防止に向けた啓発を実施します。

５年度 ６年度

           1,792                8           1,784

薬物標本等の購入による消耗品費の増

啓発実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5 5 5 5 5 5 5

2 4 5 5

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 区職員人材育成事業

事例検討会、業務関連研修会を開催します。また、業務マニュアルを改正します。

５年度 ６年度

               0           ▲ 101             101

研修用資料の印刷削減による減

研修等実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5 5 5 5 1 1 1

2 4 5 4

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 医療指導事業

医療局医療安全課 一般会計 08 02 01

17 99 19

法定業務として、医療法に基づく市内医療機関への立入検査（医療監視）や医療機関及び医療法人等への許認可、統計法
や各関係諸法規に基づく統計調査等を行います。また、法定業務外として、平成11年に市内病院で起きた医療事故を契機
に、平成12年に制定された要綱で設置した横浜市病院安全管理者会議を開催し、市内病院の医療安全向上・啓発を図りま
す。

５年度 ６年度

          44,665            2,011          42,654

医療法に基づき、病院・診療所等に対し定期立入検査を実施するとともに、事件・事故の恐れがある情報提供には臨時で
即時に立入検査を実施します。
定期立入検査では、医療法等の改定や過去の実施結果を踏まえて重点項目を策定します。
また、過去の指導事項や改善事例を動画配信等により発信していき、引き続き安全安心な医療提供体制を構築していきま
す。
病院安全管理者会議では、医療現場の議題に即応した啓発事業を展開し、医療安全の向上を推進していきます。

1 医療機関の許認可・監視業務

医療法に基づき、病院・診療所・助産所等の許認可及び監督指導を行うことにより、市内における
適切で安全な医療体制を確保します。

５年度 ６年度

          22,643           ▲ 254          22,897

医務薬務システム改修がなかったことによる委託料の減

許認可業務取扱件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6,900 6,900 6,900 6,900 6,900 6,900 6,900

6,835 7,669 6,857 7,151

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 医療法人許認可

医療法に基づき、医療法人等の許認可及び監督指導を行うことにより、市内における適切で安全な
医療提供体制を確保します。

５年度 ６年度

           7,824           ▲ 508           8,332

会計年度任用職員採用数減による人件費の減

医療法人許認可業務 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800

3,750 3,772 3,785 3,879

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

3 横浜市病院安全管理者会議

市内病院の医療安全管理担当者向けの講演会やシンポジウム（全体会議）等の実施や、職種別部会
（専門部会）、企画部会が行う会議開催を補助します。

５年度 ６年度

             128               26             102

報償費の増

開催回数（）内は部会 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2（11） 2（11） 2（11） 2（13） 2（13） 2（13） 2（13）

0 1（2） 2（11） 2（14）

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 衛生統計調査

厚生労働省で実施している各種統計調査について必要年度に則して調査・報告を行います。

５年度 ６年度

          14,069            2,746          11,323

統計調査の種類が異なることによる委託料の増

【枚数】 三師、従事者 【施設数】 患者、静態、受療行動【 件
施設数】 受療行動、患者、静態

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

調査なし 23,000(三) 10(受)、 100 19,000(三)、 調査なし 19,000(三) 調査なし
、40,000(従) (患)、 5,400  31,000(従) 、31,000(従)

(静)  、15（受）
、 200（患）
、 5,600（静
）

調査なし 18,516(三) 11（受）、 1 16,828(三) 
、30,149(従) 72（患）、 5 、28,283(従)

,547（静）

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 管理費

医療局管理課 一般会計 08 02 02

07 02 1

市民の健康維持及び安全・安心を提供するための試験検査環境を確保し、公衆衛生上の科学的・技術的中核施設としての
機能の維持・向上を果たすため、施設の適正な管理及び運営を行います。

５年度 ６年度

         148,578           10,717         137,861

平成26年度に新庁舎へ移転後、経年劣化により保全費が増加しています。今後、保守管理を要する機器や設備について、
中長期的な保守計画の作成を進め、効率的かつ安定した施設運営につなげていく必要があります。

1 人件費

衛生研究所の会計年度任用職員及び倫理審査委員会委員の人件費を支出します。

５年度 ６年度

          33,055            8,058          24,997

会計年度任用職員数の増による

会計年度任用職員 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

8 8 8 8 8 8 8

9 8 8 9

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 管理運営費

施設・設備の保守点検・修繕、光熱水費の支出等、衛生研究所の管理運営業務を実施します。

５年度 ６年度

         115,523            2,659         112,864

電気料金の増による

保守点検等委託 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

32 34 37 35 35 35 35

35 36 63 62

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 試験検査費

医療局微生物検査研究課 一般会計 08 02 02

07 02 2

　市民の健康保持と安全で衛生的な生活環境を確保するため、法令に基づく行政検査と市民等からの依頼による依頼検査
を行います。
　また、健康危機発生時に、病因物質又は原因物質を特定するための試験検査及びこれらの物質に係わる健康被害情報等
の収集・解析・提供を行います。

５年度 ６年度

          41,192            1,014          40,178

健康危機など市民の安全、安心を確保するためには、行政検査や緊急検査等を行っていく必要がある。また、検査の正確
性を確保するには、機器の更新や点検等は必須である。今後、機器共有化やリース期間の延伸等の見直しを行い保有機器
の効率的な運用を図る。

1 試験検査事業

・保健所が食品衛生法、水道法、公衆浴場法等に基づき、収去等を行った食品や飲料水、公衆浴場
水などについて、ＧＬＰに即して検査を行うとともに、企業や市民からの検査依頼についても対応
します。
・未知の化学物質の特定、動物由来の新興・再興感染症、大規模食中毒、バイオケミカルテロ対策
のための緊急突発的な検査を行います。
・感染症法の改正による病原体の適正な管理に適合するための設備メンテナンスを行います。

５年度 ６年度

          40,503            1,000          39,503

委託料の増

検査項目 件数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

102,455 102,455 82,000 82.000 82,000 82,000 82,000

81,794 81,477 121,039 79,939

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 厚生労働省受託事業（食品長期監視事業）

食品等を長期保管し、将来、特定の有害物質の汚染が明らかになった場合に、保管しておいた食品
等の検査を実施して、過去の暴露状況を把握することにより、人への健康影響を評価します。当所
ではトータルダイエット試料及び食品のサンプルの調製、サンプル内訳書類等を作成し冷凍施設へ
送付します。

５年度 ６年度

             689               14             675

試料購入費の増

サンプリング数 件数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

33 33 33 33 33 33 33

33 33 33 33

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 調査研究・研修指導事業

医療局管理課 一般会計 08 02 02

07 02 3

衛生研究所の役割となっている「調査研究」「研修指導」「公衆衛生情報の提供」について、必要な事業を実施します。
また、食品衛生法等により義務付けられている信頼性確保部門として試験検査等における精度管理に関する業務を行いま
す。

５年度 ６年度

           4,657            2,147           2,510

感染症法や地域保健法の改正を受け、調査研究や試験検査等専門的な知識や技術を有する科学的技術的中核機関として新
興・再興感染症の蔓延防止等健康危機に的確に対処できるよう、人材育成、情報提供、検査精度の確保等機能強化を図る
必要がある。

1 調査研究事業

他の地研や国等の研究所と連携しプロジェクト研究等を積極的に推進する。
また、技術上の問題点や行政課題を解決するために、検査法の改良、遺伝子解析などの調査研究を
行う。

５年度 ６年度

           3,988            2,057           1,931

新規研究2題（次世代シークエンサーを用いた微生物検査についての研究、魚貝毒に関する食中毒
調査に関する研究）の実施による消耗品費の増

調査研究数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

66 66 66 66 66 66 66

66 70 62 58

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 研修指導・施設公開事業

保健所職員、地域保健関係者の人材の養成、資質の向上を目的とした研修指導を行う。
また、衛生研究所の業務を理解し関心を持ってもらうとともに、公衆衛生に関する知識を深めても
らうために施設公開を実施する。

５年度 ６年度

              92            ▲ 70             162

印刷製本費の減による

研修実施数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

50 50 50 50 50 50 50

4 10 27 13

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 精度管理事業

収去・検査部門が、あらかじめ作成した標準作業書に従い、試験品の取扱い等を行っているかどう
かを確認します（内部精度管理）。また、検査機関は、外部精度管理調査に参加し、検査技術の維
持向上に努めます（外部精度管理）。

５年度 ６年度

             577              160             417

外部精度管理調査費用の値上がりによる増

外部精度管理調査 項目

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12 12 12 12 12 12 12

11 12 11 13

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 感染症・疫学情報提供等事業

医療局感染症・疫学情報課 一般会計 08 02 02

07 02 4

　国内外の感染症発生動向や区局の健康福祉データ等の情報を分析し、正確な実態把握に基づいた施策立案とその評価の
ための基礎データを収集・蓄積し、医療機関、市民や区局へ情報提供を行うことで、市民の感染症予防・啓発につなげま
す。また、それら事業の基盤となる所内LAN等の運営・管理を行います。

５年度 ６年度

           4,613           ▲ 568           5,181

横浜市内の感染症発生状況について、SNSやダッシュボードなどの媒体を通じて、より市民に呼び掛ける情報提供を進め
ます。疫学調査分析事業では、関係部署に対する業務内容の広報を通じて、分析ニーズの掘り起こしを図ります。所内LA
N等の運営では、各業務が円滑に遂行できるよう、引き続き安定的かつ適切なサーバ管理・運営に努めます。

1 地方感染症情報センター事業

　感染症法に基づく地方感染症情報センターとして、市内の感染症定点医療機関から得られた感染
症発生動向を国へWeb経由で報告するとともに、国内外の感染症発生動向を医療機関や市民へ情報
提供（ホームページ掲載やメール送信等）し、市民の感染症予防・啓発を行います。

５年度 ６年度

             468            ▲ 30             498

消耗品購入量の減

感染症発生届取扱件数（結核除く） 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30000 100000 15000 9000 14000 14000 14000

222295 554675 22695 15145

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 疫学調査分析事業

　区局の健康福祉分野における疫学調査分析(アンケート調査、既存データ分析や事業評価等)を支
援し、正確な根拠に基づいた施策立案やその評価を可能にすることで、市民生活の向上に寄与しま
す。また、この事業の継続に必須である分析用ソフト(SPSS)を更新します。

５年度 ６年度

               0           ▲ 409             409

解析ソフト調達延期

関係区局の依頼による疫学調査分析 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10 10 10 10 10 10 10

5 6 7 5

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

3 所内LAN等運営・管理費

　衛生研究所が実施する事業全般の基盤となる所内LAN（ファイルサーバ2台・クライアント約100
台）の運営・管理を実施します。当該サーバシステムはバックアップ機能を強化したレプリケーシ
ョンを導入しており、安定稼働に必要な専門業者による運用支援を引き続き受けます。

５年度 ６年度

           4,145           ▲ 128           4,273

無停電電源装置の購入方法の見直し

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）

医療局感染症・疫学情報課 一般会計 08 02 02

07 01 5

　地域特性や市民のニーズに応じた質の高い保健サービスの企画立案への活用、事業評価等のため、他区局からの依頼に
基づき行政保有の健康関連データ等の分析を実施します。実施にあたり大規模かつ高度な分析に対応した統計ソフトを使
用します。

５年度 ６年度

             373             ▲ 8             381

継続分析案件の終了に伴い依頼件数は減少傾向にあるものの、個々の案件は長期にわたる作業を要するため、引き続き精
度と信頼性を重視した分析を着実に進めてまいります。

1 ヘルスデータ活用事業

　地域特性や市民のニーズに応じた質の高い保健サービスの企画立案への活用、事業評価等のため
、他区局からの依頼に基づき行政保有の健康関連データ等の分析を実施します。実施にあたり大規
模かつ高度な分析に対応した統計ソフトを使用します。

５年度 ６年度

             373             ▲ 8             381

ソフトウェアの使用料の減

データ分析依頼 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10 10 10 10 8 8 8

8 5 6 4

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

医療局管理課 一般会計 08 02 02

07 02 6

市民の健康安全確保・健康危機管理において、保健所の収去品の検査をはじめとした試験検査には、各種検査機器が必要
不可欠です。現在、直接的に試験検査に関連するものだけに限っても1000点を超える機器類が運用されており、検査機能
の維持や健康危機管理体制における各検査の信頼性を確保するため、計画的に検査機器を整備します。

５年度 ６年度

          52,025         ▲ 1,850          53,875

試験検査機器の整備・更新に当たっては事業内容の検討と合わせて機器整備導入を計画的に進めるほか、付属品やスペッ
クの必要性を精査する、機器本体の共用化を検討するなど、機器整備状況の見直しを継続的に行います。

1 衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

リース継続機器のリース料の支出、リース満了機器のリース延長・買取・新規リース契約、備品の
購入を実施します。

５年度 ６年度

          52,025         ▲ 1,850          53,875

備品購入費の減による

機器リース・備品購入 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

34 37 37 37 37 37 37

33 38 37 35

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算
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各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食品衛生監視等事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 7

市民の食の安全安心を確保するため、食品衛生法等の規定に基づき、食品関係営業者の自主衛生管理を推進するとともに
施設への監視指導や食品の抜き取り検査等を実施します。

５年度 ６年度

          52,048           ▲ 219          52,267

デジタル推進関連事業についてはニーズの増加が見込まれることから、さらなる推進に向けて必要な機器の整備を進め、
効率的に業務が行えるよう取組みます。

1 監視等事業費

　市民の食の安全安心を確保するため、食品衛生法等の規定に基づき、食品関係営業施設への監視
指導や食品の抜き取り検査等を実施します。

５年度 ６年度

          21,384              474          20,910

会計年度任用職員の報酬改定による増

営業許可等申請件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

8764 7467 8271 9257 9257 9257 9257

6786 6239 6221 6461

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 カネミ油症健康実態調査費

カネミ油症認定患者９名に健康調査支援金を支払い、関東以北班当番自治体が行う油症検診のとり
まとめ等を行います。

５年度 ６年度

           1,720             ▲ 1           1,721

郵送方法の変更による減

認定患者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

8 9 9 9 9 9 9

8 9 9 9

・維持 ・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 食品検査関係事業

食品関係営業施設における食品の抜き取り検査等を行います。

５年度 ６年度

          10,236              693           9,543

検査機器の新規リースによる増

食品等収去検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4,200 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

2,443 3,496 3,709 3,601

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 デジタル推進関連事業

食品衛生関係業務のデジタル化の推進（eラーニング及びタブレットの活用、食品衛生申請等シス
テム等対応業務の一部委託等）を実施します。

５年度 ６年度

          18,196              487          17,709

動画作成委託料の増

申請・届出件数 件数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

31,661 23,248 24,035 24,716

・増える ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 HACCP導入定着支援事業

HACCPの導入が未確認の事業者に対し、HACCP取組確認票を郵送することにより導入確認を行います
。また、HACCPの理解に時間がかかり、継続的に取り組むことが難しいと感じる小規模事業者等を
対象に、HACCPに関する講習会を実施します。

５年度 ６年度

             512         ▲ 1,872           2,384

動画作成委託料等の減

HACCP導入指導件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

32,229 19,260 21,974 20,275

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算
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各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食品専門監視班事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 8

大規模な食品製造施設等に対する監視指導や自主衛生管理を向上させるための支援を行います。また、市内で製造された
食品や市内に流通している食品等の抜取検査を実施します。さらに、大規模イベント開催時の食品衛生対策を実施します
。

５年度 ６年度

           1,519         ▲ 1,297           2,816

国際園芸博覧会など、引き続き大規模イベントが開催される予定であるため、大規模イベントに係る監視手法は今後も効
果的・効率的な監視方法を継続的に検討します。また、通常の大規模な食品製造施設等に対しては、ICT機器等を活用し
効率的な監視・収去に取り組みます。

1 イベントの衛生対策事業

市内で開催される大規模なイベント等の衛生対策を実施します。

５年度 ６年度

             550              484              66

大規模イベント等向け啓発動画の作成による増

イベント回数（イベントに伴う監視数） 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 1 1 2 2 2

1 2 2 2

・増える ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 大規模食品取扱施設等の衛生管理支援事業

大規模食品取扱施設等に対し、施設の衛生管理の記録やHACCPシステム検証の確認等を継続的に行
い、HACCPに沿った衛生管理の検証を支援します。

５年度 ６年度

             170           ▲ 127             297

機材等の購入計画見直しによる減

HACCP支援での食品（器具等のフキトリ）検査検体数 検体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

120（60） 120（60） 120（60） 120（60） 120（60） 120（60） 120（60）

38（66） 73（69） 75（99） 128（118）

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 専門監視班監視等事業

大規模食品製造施設及び大量調理施設等に対する監視指導並びに広域流通食品及び市内製造品の収
去検査を実施します。また、大規模食中毒、重大な違反事例及び感染症発生時には区等への調査協
力・応援を実施します。

５年度 ６年度

             799         ▲ 1,655           2,454

車両整理による減

監視指導件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

700 700 700 700 700 700 700

336 438 796 590

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食品衛生啓発事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 9

正確な情報の迅速な発信や様々な啓発活動の実施により、市民の衛生知識の向上を図り、家庭等における食中毒発生を防
止します。

５年度 ６年度

           6,625           ▲ 145           6,770

業務の見直しは既に実施しているため、現行を維持します。

1 食の安全・安心推進横浜会議

消費者・食品等事業者及び行政が、施策や食品の安全確保に関する情報及び意見の交換を行います
。

５年度 ６年度

             482            ▲ 11             493

委員の出欠席による減

食の安全・安心推進横浜会議(部会) 開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5 5 5 5 5 5 5

3 5 5 5

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 リスクコミュニケーション事業

市民を対象とした食の安全に関するシンポジウムを開催します。

５年度 ６年度

             551              156             395

集客方法変更による印刷製本費の増

食の安全を考えるシンポジウム開催回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 食品衛生表彰事業

一般社団法人横浜市食品衛生協会と共催して開催する「食品衛生表彰のつどい」において、他の模
範となり食の安全に貢献した食の安全・安心の確保に貢献優秀な施設等への表彰を行います。

５年度 ６年度

             430               63             367

印刷製本費の値上げによる増

秀級施設数 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

481 481 481 481 481 481 481

361 358 325

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 市民のための食品衛生啓発事業

市民（消費者）へ家庭での食中毒予防等、安全安心な食生活に有益な情報提供をするため、関係団
体と共催による『食中毒予防キャンペーン』や動画配信等により効果的に食品衛生に関する啓発を
行います。

５年度 ６年度

           5,162           ▲ 353           5,515

事業内容の変更による減

食の安全に関するアンケート回答数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4500 4500 4500 4500 4500 4500 4500

4390 6186 6059 6770

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食の安全強化対策事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 10

食品等の検査体制を整備し、計画的に検査を実施することで、違反・不良食品等の排除に努めます。

５年度 ６年度

          49,633         ▲ 5,933          55,566

業務の一部委託等、可能な範囲での見直しは既に実施しているため、現行を維持します。

1 カンピロバクター、O157等食中毒予防対策事業

食肉を取り扱う施設の監視指導や、市内に流通する食肉の細菌検査を行います。

５年度 ６年度

           1,142           ▲ 160           1,302

過年度の消耗品を一部流用したことによる減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

90 90 90 90 90 90 90

78 90 90 90

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 残留農薬検査事業

市内に流通する農産物を対象に残留農薬の検査を行います。

５年度 ６年度

          30,814            1,134          29,680

物価高騰による検査消耗品及び検体買取費用の単価増のため

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

200 200 180 180 180 180 180

155 201 190 180

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 動物用医薬品検査事業

食肉や養殖魚、うなぎ加工品等を対象とした市内流通食品及びインターネット流通食品について動
物用医薬品の検査を行います。

５年度 ６年度

           7,888         ▲ 4,282          12,170

保守委託内容見直しによる減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

200 180 180 180 180 180 180

196 217 219 220

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 ノロウイルス食中毒予防対策事業

高齢者施設、小学校、保育所等の社会福祉施設及び大規模ホテル、宴会場等に対し、食品の衛生的
な取扱いに関する監視指導や、二次感染等の予防啓発を行います。
また、市場やインターネット上に流通している生かき等の二枚貝のノロウイルス検査を行います。

５年度 ６年度

           1,385           ▲ 315           1,700

検査消耗品の在庫品流用による減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

35 35 35 35 35 35 35

32 30 25 28

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 アレルギー食品・遺伝子組換え食品検査事業

市内の小学校で調理されるアレルギー物質の除去食（乳・卵・小麦）について検査を行うことで、
アレルギー物質微量混入の防止等の指導を行います。また、市内流通品や、インターネットで流通
するアレルギー除去食品等についても検査を行い、必要に応じて食品製造業等に対し取り扱い等の
指導を行います。
また、市内に流通する大豆、トウモロコシ、コメ及びそれらの加工品について、遺伝子組換え食品
の検査を行います。

５年度 ６年度

           4,823           ▲ 647           5,470

機器の再リースによる減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

186 162 162 162 162 162 162

66 159 162 132

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 魚介類の新たな寄生虫に対する検査事業

近年、魚介類に寄生するアニサキスによる食中毒が多く発生しています。令和３年度の食中毒発生
件数は29件でしたが、このうちアニサキスを原因とするものが最も多く、22件発生しました。こう
した現状を受け、アニサキスの検査体制を整備するとともに、市場に流通する魚類を対象に検査を
実施することで、その寄生実態を把握します。
また、引き続き市内及びインターネット上に流通する生食用生鮮ヒラメについて、クドア・セプテ
ンプンクタータの検査を実施します。

５年度 ６年度

             674           ▲ 301             975

R5年度に検査機器の更新を行ったことによる減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

20 140 260 260 260 260 260

17 107 270 259

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

7 自然毒等に対する検査事業

近年、今まで貝毒による毒化が確認されていなかった海域においても二枚貝の毒化が確認されてい
ます。また、令和３年度に本市で実施した貝毒検査において、規制値を超える麻痺性貝毒を検出し
た事例がありました。また、ふぐ毒による食中毒は毎年発生しており、市民からも高い関心が寄せ
られています。そこで、貝毒及びふぐ毒について、検査体制のさらなる拡充を図ります。また、カ
ビ毒であるアフラトキシンは天然物で最も強力な発がん物質であり、検疫所の検査において違反事
例が多く発生していることから、引き続きカビ毒のアフラトキシンについて、ナッツ類、香辛料等
の検査を実施します。

５年度 ６年度

           1,017         ▲ 1,188           2,205

機器の再リースによる減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10 45 45 45 45 45 45

8 42 44 44

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

8 容器包装の検査事業

食品衛生法の改正により、合成樹脂製の器具・容器包装について、令和２年度からポジティブリス
ト制度が導入され、安全性を評価した物質のみが製造に使用できるようになったことから、量販店
に流通している合成樹脂製の器具や容器包装の検査を実施します。

５年度 ６年度

             340            ▲ 54             394

消耗品の在庫品利用による減

検査検体数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

25 25 25 25 25 25 25

0 23 26 25

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

9 食品苦情等対応事業

異物混入等の食品に関する苦情や、食品偽装に対する情報提供等の届出については、その原因や真
偽の究明に様々な検査が必要不可欠となっています。これらに迅速かつ的確に対処できるように検
査を実施します。

５年度 ６年度

           1,549           ▲ 121           1,670

処理件数による減

処理件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

398 576 761 738

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食品の放射性物質検査事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 11

市民の食の安全・安心を確保するため、市内に流通する食品を中心に放射性物質検査を実施します。

５年度 ６年度

           6,282              571           5,711

放射性物質の半減期（Cs137：30年）を鑑みると、食品中には一定量の残存が見込まれ、市民ニーズも逓減しているもの
の一定の関心が寄せられている。
次年度以降は検体数は縮減しつつも、迅速性及び信頼性の高い検査を実施する必要がある。

1 市内流通食品等検査事業

市内産農畜水産物、市内・市場流通食品、インターネットで販売される食品などの放射性物質検査
を実施する。

５年度 ６年度

           6,282              571           5,711

点検委託費及び消耗品費の物価高騰による値上がりのため

市場流通食品等検査 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

591 571 553 553 350 150 150

605 601 584 574

・減る ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食品の適正表示推進事業

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 12

食品表示は、消費者の食品を摂取する際の安全性の確保や、自主的かつ合理的な食品の選択の機会の確保に重要な役割を
果たしています。流通・販売されている食品の不適正表示を排除することや、食品関連事業者や市民に対して正しい表示
の知識を啓発していくことが、食品表示による消費者利益等に寄与することから、食品販売店等の監視等を実施するとと
もに、食品表示に関する周知啓発等を行います。

５年度 ６年度

           2,472              294           2,178

事業者への食品表示啓発事業及び市民への食品表示啓発事業は法律・政令に定められている事業ではないが、市内流通品
の食品表示適正化を図り、かつ正しい食品表示の見方や活用方法を啓蒙することで、食品表示法第１条の目的である「市
民の健康増進並びに利益増進等」に繋がるため、継続して実施する。
栄養成分表示検査事業及び食品表示担当監視等事業については他都市と比較してサービスの水準が上回っていると考える
が、「検査」や「監視」を通じて市内流通品及び市内製造品の食品表示の適正確認を行うことでも、前述した「市民の健
康増進並びに利益増進等」に寄与することから、妥当性は十分であり、継続して実施する。

1 事業者への食品表示啓発事業

食品表示に関する新たな基準の徹底を図るため、事業者に対する食品表示に関するパンフレット等
を用いて啓発します。

５年度 ６年度

              80           ▲ 148             228

事業内容の変更及び印刷部数を変更したことによる減

啓発物配布枚数 枚

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

7,500 5,400 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800

4,234 1,155 1512 13484

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 市民への食品表示啓発事業

健康横浜21の取組みテーマ「栄養・食生活」について食品表示の観点から市民の健康づくりに寄与
するため、令和２年４月から義務化された「栄養成分表示」の見方や具体的な活用方法を知っても
らうための啓発動画を作成し、SNS等を活用して周知します。

５年度 ６年度

           1,243            1,088             155

事業内容の変更に伴う増

啓発物掲出回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

１ １ 3 5 5 5 5

１ 6 3 3

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 栄養成分表示検査事業

市民の健康的な食生活支援のため、栄養成分表示の試験検査による科学的な調査を実施します。

５年度 ６年度

             473            ▲ 20             493

検査項目の違いによる減

栄養成分表示検査検体数 検体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

20 20 20 20 20 20 20

10 20 20 20

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 食品表示担当監視等事業

不適切な表示をしている食品を排除するため、食品取扱施設に対し監視指導を実施します。

５年度 ６年度

             676           ▲ 626           1,302

公用車共有化による減

立入件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

770 770 300 300 300 300 300

107 122 303 255

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 中央卸売市場本場食品衛生検査所費

医療局食品衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 13

市場流通食品による危害防止及び安全確保を目的に細菌及び理化学検査や監視指導を実施します。

５年度 ６年度

          30,438         ▲ 9,930          40,368

　細事業「検査及び監視事務費」について、令和６年度事業計画（令和５年度作成）からの業務指標導入に当たり、「監
視件数」を業務指標とし、令和５年度以前の監視実績数を基に目標値を設定しました。一方、令和５年度途中に、監視手
法を見直す業務改善を行い、監視対象店舗を数店舗ずつ定めて重点的に監視を行う方法に変更したことに伴いカウントさ
れる監視件数は減少しました。実際の監視件数は、横浜市食品衛生監視計画の中での、本場食品衛生検査所分の監視目標
を十分に満たすものですが、指標値と実際の監視件数の算定根拠に乖離があるため、事業実績評価が困難となりました。
従って、当該細事業において、次年度計画時に、業務指標の目標値見直しを行い、実績評価の適正化を図ります。
　また、事業全体としては、当検査所施設の老朽化による不具合や機器の故障に伴う修繕費、リース検査機器の更新費な
どが決算額に大きく影響しました。食品衛生行政に必要な検査等を効果的に安定継続していくため、施設改修や高額機器
リースに関し、向こう10年間は視野にいれた計画的な執行に努めます。

1 検査及び監視事務費

市場流通食品の抜取検査を行い違反不良食品の発見・排除をするとともに、市場の食品関係事業者
に対する監視指導及び衛生教育等を行います。また、市場開設者（経済局）及び市場関係団体と連
携して、食品の検査結果や衛生管理の重要性などを市民に対し情報提供します。

５年度 ６年度

          16,368         ▲ 1,467          17,835

機器の再リースによる減

監視件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12000 12000 10000 5000 5000 5000 5000

7075 5866 2711 2600

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 管理運営費

中央卸売市場本場食品衛生検査所の施設管理等の運営を行います。

５年度 ６年度

          13,558         ▲ 8,343          21,901

給湯設備の更新工事終了による減

内部経費のため省略

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・なじまな

い

3 南部市場監視事務費

横浜南部市場物流エリアにおいて、市場流通食品の抜取検査を行い違反不良食品の発見・排除をす
るとともに、市場の食品関係事業者に対する監視指導及び衛生教育等を行います。

５年度 ６年度

             512           ▲ 119             631

EV車導入に伴う燃料費の減

営業許可届出施設数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

165 145 110 110 110 110 110

164 105 95 96

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 食肉衛生検査事業

医療局食肉衛生検査所 一般会計 08 02 02

07 02 14

と畜場法に基づき、食肉市場に搬入される食肉動物のと畜検査及び検査に伴う微生物・病理組織・理化学検査を実施しま
す。

５年度 ６年度

          35,655            4,017          31,638

当検査所は、市内に１箇所しかなく類似する事業はほかにありません。今後も食肉動物の新たな感染症が発生する可能性
もあり、検査業務が高度化、複雑化することが想定されます。このため、国が定める検査方法（公定法）に対応した、よ
り分析機能の高い検査機器を配備して業務の効率化を図るとともに、検査精度の信頼性確保に努めていく必要があります
。

1 食肉衛生検査事業

食肉市場に搬入される食肉動物のと畜検査及び検査に伴う微生物・病理組織・理化学検査を実施し
ます。

５年度 ６年度

          35,655            4,017          31,638

と畜検査頭数の増加による需用費の増

と畜検査頭数 頭

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

152061 160695 164000 164000 167000 167000 167000

162438 161437 166810 168426

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・負担は適

切である
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施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析
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計
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細事業概要
画
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増減説明

決算

細事業費
（千円）
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実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 管理運営事業

医療局食肉衛生検査所 一般会計 08 02 02

07 02 15

食肉衛生検査所の各種検査業務を行うための管理・運営を行います。

５年度 ６年度

          44,513            7,750          36,763

当検査所は、市内に１箇所しかなく類似する事業はほかにありません。このため、食肉市場の設置者である経済局を始め
とした市場関係者との連絡・調整、場内環境への配慮、所内システムの運用等を通じて、検査事業のより円滑な運営を図
っていくこととします。

1 管理運営事業

食肉衛生検査所の各種検査業務を行うための管理・運営を行います。

５年度 ６年度

          44,513            7,750          36,763

会計年度任用職員の報酬改定による増

内部事務経費のみの事業のため省略

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 ＢＳＥ（牛海綿状脳症）等検査事業

医療局食肉衛生検査所 一般会計 08 02 02

07 02 16

ＢＳＥ（牛海綿状脳症）が疑われる牛を対象にスクリーニング検査を実施するとともに、すべての牛の特定部位（脊髄等
）の除去作業を行います。

５年度 ６年度

          11,321              324          10,997

本事業はＢＳＥ（牛海綿状脳症）に感染した食肉等を流通させないため、ＢＳＥ症状が疑われる牛を対象にスクリーニン
グ検査を実施するとともに、流通が禁止されている特定部位（脊髄等）の除去作業をすべての牛に対して行うものです。
これらの業務を確実に実施するため、検査用キットを常備し、と畜検査員による特定部位除去作業の確認の徹底を図って
いくこととします。

1 ＢＳＥ（牛海綿状脳症）等検査事業

ＢＳＥ症状が疑われる牛を対象にスクリーニング検査を行います。

５年度 ６年度

          11,321              324          10,997

検査キットの価格改定による需用費の増

特定部位除去頭数 頭

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

9739 9116 12000 12000 13000 13000 13000

10858 12813 13085 14473

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 環境衛生監視指導事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 17

　市内の環境衛生関係営業施設及び住宅宿泊事業法に基づく届出住宅について、許認可、監視指導及び自主衛生管理の推
進を通じて、環境衛生水準の維持向上を促進するとともに、事業者の衛生意識を啓発します。
　また、墓地等について、経営許可及び指導等により、経営の安定及び周辺環境との調和等を図ります。

５年度 ６年度

           6,227              460           5,767

立入検査業務についてコロナ禍前の水準に戻すよう取り組んだ結果、前年度よりも環境衛生関係営業施設への監視指導件
数が増加しました。環境衛生関係営業施設への監視指導等は、法令等で立入権限を付与された本市の衛生監視員が実施す
る必要がありますので、引き続き適切に実施していきます。住宅宿泊事業対応事業はコロナ禍以降、相談・届出件数が急
増しているため、業務効率化を検討しながら引き続き適切に指導及び啓発を実施していきます。

1 環境衛生監視指導事業

環境衛生関係営業施設に対する許認可手続及び監視指導等の機会を捉えて指導を行います。また、
監視業務に必要な検査機器の整備等を行います。

５年度 ６年度

           3,218              227           2,991

他都市会議の復活等による旅費の増、ガス検知器等の校正手数料の値上げによる増

営業施設監視指導件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2,000 2,000 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

960 1,184 1,798 2,329

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 墓地許認可関係業務

墓地等の経営の許可等に係る手続及び相談対応等を行うほか、横浜市墓地等設置財務状況審査会に
ついては、墓地等の経営主体の財務状況がより適切に審査されるよう運営します。

５年度 ６年度

              81           ▲ 174             255

財務状況審査会の開催数の減少による減

相談件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,350 1,600 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

1,490 1,573 1,249 1,289

・維持 ・法律・政

令

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない

3 環境衛生自主管理事業

自主管理検査として、細菌検査（理容業、美容業、旅館業）、空気環境測定（クリーニング業）、
簡易水質検査（浴場業）を全会員施設で実施します。

５年度 ６年度

           1,607            ▲ 58           1,665

対象施設数の減少による減

実施施設数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,550 1,500 1,450 1,400 1,350 1,350 1,350

1,535 1,433 1,373 1,303

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・補助事業

が規定の終

期を迎えて

いる

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 住宅宿泊事業対応事業

住宅宿泊事業を営む者に対し適正な運営のための指導及び啓発を行います。

５年度 ６年度

           1,321              465             856

当初想定していなかった法令改正等に伴う必要物品の調達による増

届出施設数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

300 200 300 250 300 350 400

178 170 194 234

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 公衆浴場確保対策事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 18

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に即して、市民による利用の機会の確保を図るため、市内公衆浴場に経費
の一部の補助を行います。

５年度 ６年度

          45,037            4,035          41,002

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に基づき、市民生活の衛生確保には欠かせない一般公衆浴場に対して水質
検査や設備改善等の費用について補助を行っていますが、一般公衆浴場の施設数は減少傾向にあります。現存する施設を
守るためにも、引き続き社会情勢の変化に対応した補助内容を検討していきます。

1 公衆浴場確保対策事業

市内公衆浴場に対し補助金を交付します。

５年度 ６年度

          45,037            4,035          41,002

申請額に即した補助金の増

補助対象施設等数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

56 54 52 49 47 47 47

53 51 49 47

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・補助事業

が規定の終

期を迎えて

いる

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 建築物衛生対策事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 19

レジオネラ症の発生予防や感染拡大防止、特定建築物の衛生状態の向上、飲料水の汚染等の防止等、建築物やその設備に
関する衛生的な環境を確保することにより、市民の安全で衛生的な生活環境を確保します。また、災害発生時に市民が衛
生的な飲料水を確保できるようにします。

５年度 ６年度

           7,095              598           6,497

新型コロナウイルス感染症の５類への移行後、レジオネラ症防止対策の施設への立入調査件数は従前に戻りつつあります
。一部の建築物衛生法に基づく事業の届出手続等は電子申請を開始しており、電子申請の対象とする手続の拡大に向け検
討していきます。災害時貯水槽活用については目標を下回ったため、今後は啓発の方法を再検討します。

1 レジオネラ症防止対策業務

レジオネラ症発生防止のため、市民及び施設管理者へ予防策の周知及び啓発を行います。社会福祉
施設及び公共施設等へは立入調査等を実施し、入浴設備等の適正管理の指導を行います。レジオネ
ラ症発生時には患者利用施設等の調査を行い、原因究明に務めるほか、必要に応じて施設管理等の
改善指導を行います。

５年度 ６年度

           3,847            ▲ 60           3,907

検査機器のリース料の減額による減

レジオネラ症防止対策立入調査件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

500 500 500 500 500 500 500

27 79 273 310

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 特定建築物等指導業務

特定建築物の建築前には、衛生的な維持管理に適した構造設備となるよう、建築主に対して事前指
導を行います。建築後は、空気調和設備及び給排水設備等について立入検査を行い、適正管理を指
導します。法定の事業を営む事業者に対し登録事務を行うとともに、登録営業所に立入検査を実施
し適正管理を指導します。

５年度 ６年度

             307               66             241

検査機器のバッテリー交換の隔年実施による増

事前指導件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30 30 30 30 30 30 30

24 29 22 14

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である

3 受水槽施設指導業務

受水槽の設置者に対し、管理状況検査に係る受検指導及び改善指導を行うほか、自己点検の実施及
び結果報告について指導を行います。また、水質事故があった際に水質検査等を含めた調査により
原因究明等を実施し、危害拡大防止及び再発防止に繋げます。

５年度 ６年度

           2,923              624           2,299

当初想定していなかった法定研修の受講による負担金の増

対象未受検施設数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,000 1,000 800 780 760 740 720

662 573 531 590

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 災害時貯水槽水道活用事業

一定の要件を満たす貯水槽を災害時給水協力貯水槽として認定します。

５年度 ６年度

              18            ▲ 31              49

消耗品の調達数量の見直しによる減

認定施設数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 6 11 16 21 26 31

5 5 5 5

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 居住衛生対策事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 20

シックハウス対策及び家庭用品に係る健康被害予防について、市民及び事業者への指導及び啓発を通じて、市民及び事業
者による適切な対策を促進します。

５年度 ６年度

           2,456           ▲ 603           3,059

シックハウス対策は副市長依命通達により全庁的に取り組んでいます。より有効な啓発方法については引き続き検討して
いきます。家庭用品衛生対策事業は、法定の監視等を法令等で立入権限を付与された本市の衛生監視員が実施する必要が
あり、引き続き適切に実施していきます。

1 シックハウス対策事業

　住居対策事業においては、市民からのシックハウス対策に関する相談に対して、住まい方におけ
る改善方法について指導及び助言を行うほか、講習会等を通して最新情報を提供し、健康的な居住
環境についての意識啓発を行います。
　多数人利用施設対策事業においては、「横浜市公共建築物シックハウス対策ガイドライン」及び
「横浜市建築物シックハウス対策ガイドライン」に基づき対策を推進すると共に、公共建築物や多
数人利用施設等の施設管理者に対し講習会を実施します。
　検査機器を整備し、健康被害発生時等に迅速な原因究明等ができる環境を調えます。

５年度 ６年度

             429           ▲ 578           1,007

検査機器メンテナンスの隔年実施による役務費の減

市民対象講習会参加人数 名

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

180 400 400 400 400 400 400

266 238 170 436

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 家庭用品衛生対策事業

家庭用品販売事業者等の監視指導及び市販の家庭用品について試買検査を行い、違反製品について
は販売中止等の指導を行うほか、検査結果を市民に情報提供します。

５年度 ６年度

           2,027            ▲ 25           2,052

検査機器のリース料の減額による減

試買等検体数 検体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

60 60 60 60 60 60 60

61 59 65 64

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 生活環境対策事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 21

市民の安全な生活環境の確保を目的として、感染症予防対策の普及や危害防止のため、衛生害虫等に関する啓発や相談対
応等を行います。

５年度 ６年度

             812              229             583

ねずみ・トコジラミ等対策事業では近年相談件数が増えていることもあり、本市職員向け研修において受講者の参加人数
拡大のためオンライン配信等の活用を検討していきます。また、相談・啓発時の必要物品の無償配付については、配付量
や市民負担について引き続き検討していきます。蚊媒介感染症対策事業での啓発事務の外部委託は、費用対効果が見合わ
ず実施していませんが、検討を継続していきます。

1 スズメバチ等対策事業

スズメバチ等について危害や対処方法に関する啓発を行います。また、空家等、スズメバチの巣が
できた場所の所有者が不明であり、かつ緊急性がある場合は、公費負担により巣駆除を実施します
。

５年度 ６年度

             248               79             169

駆除委託案件数による委託料の増

スズメバチ相談件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2,200 2,200 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

1,646 1,757 1,624 1,707

・増える ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 ねずみ・トコジラミ等対策事業

市民にねずみやトコジラミの防除方法等について啓発を行うほか必要な物品を配付します。また、
職員を対象に専門的な講習会を実施します。

５年度 ６年度

             366              165             201

啓発チラシの増刷による需用費の増

衛生害虫等相談件数（総数） 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

9,100 8,200 7,700 7,500 7,500 7,500 7,500

7,059 8,276 8,424 8,364

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・事務改善

が可能

・求めてい

ない

3 蚊媒介感染症対策事業

市民に対し、デング熱等の蚊が媒介して拡大する感染症の予防対策について啓発を行います。

５年度 ６年度

             198            ▲ 15             213

消耗品購入量の見直しによる減

相談件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 100 100 100 100 100

47 63 32 61

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 災害時生活用水確保事業

医療局生活衛生課 一般会計 08 02 02

07 02 22

災害応急用井戸の適正管理の支援及び発災時の防疫活動等を通じて、災害時における衛生水準の維持向上を促進します。

５年度 ６年度

           4,247              359           3,888

災害時生活用水確保業務での簡易水質検査については、外部委託を実施していますが、更なる業務の効率化に向けて、RP
A等のデジタル技術の導入や委託内容などを検討していきます。

1 災害時生活用水確保業務

災害発生時に井戸の水を地域の方々へ生活用水として提供していただける井戸設置者を募集し、災
害応急用井戸として指定します。災害応急用井戸については、施設調査、簡易水質検査及び管理に
関する助言を行います。

５年度 ６年度

           4,217              357           3,860

当初想定していなかった法令改正等に伴う必要物品の調達による増

簡易水質検査等実施数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,000 1,000 1,000 900 900 900 900

701 675 665 656

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 防疫対策業務

発災時に防疫活動を行うほか、発災時に備えた消毒方法の啓発や迅速な対応ができるよう必要な消
毒用薬剤等を確保します。また、発災時に迅速で的確な防疫活動ができるよう、公益社団法人神奈
川県ペストコントロール協会及び一般社団法人横浜市薬剤師会等の関係団体と締結している協定に
ついては、他都市及び現下の本市の状況等を踏まえて必要な更新を行います。

５年度 ６年度

              30                2              28

物品の調達単価の増による増

浸水家屋等の調査件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10 10 10 10 10 10 10

0 0 0 0

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 動物愛護センター運営事業

医療局動物愛護センター 一般会計 08 02 02

99 99 23

動物愛護センターにおいて動物保護管理業務及び市民協働事業を推進するための管理・運営を行います。

５年度 ６年度

          38,587            4,718          33,869

明るく親しみやすい施設への工夫等を検討し、多くの方に興味を持っていただくことで、利用者数の増加を図る。
施設・設備の経年劣化による不具合等の補修を行うことにより、市民利用施設として安全に利用できる環境を維持する。
また、今後は空調機器など更新時期を迎える設備があるため、計画的に整備を進めていく必要がある。

1 管理運営費

動物愛護センターにおいて動物保護管理業務及び市民協働事業を推進するための管理・運営を行い
ます。
また、動物愛護センターで保有する車両の整備等を行います。

５年度 ６年度

          38,587            4,718          33,869

光熱水費の値上がりによる増（894千円）、派遣人件費の増加等による委託費の増（＋3,139千円）

動物愛護センター来場者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6,100 6,100 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

2,999 4,018 3,643 3,935

・維持 ・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 動物愛護普及啓発事業

医療局動物愛護センター 一般会計 08 02 02

35 05 24

動物愛護や適正飼育の普及啓発を積極的に行うことで、飼い主不明の犬や猫の収容数の減少を目指し、人と動物との共生
を推進します。多頭飼育問題対策として飼い主を支援し、生活環境の改善を図ります。
飼い主のいない猫対策として不妊去勢手術補助金交付事業や、地域猫活動支援事業を実施します。
大規模災害に対する平常時からの備えについて市民へ啓発を行います。また、発災時に被災動物の救援活動が円滑に行え
るよう関係団体と連携して体制を整えます。

５年度 ６年度

          15,275            1,228          14,047

動物愛護フェスタをはじめとする啓発イベントを積極的に行うことで、終生飼育や適正飼育の普及啓発を一層推進する。
また、災害時に備えたペット同行避難訓練の取組等、災害時への啓発を強化する。猫の不妊去勢手術、地域猫支援事業に
ついても、補助金交付を通じて引き続き推進する。

1 動物の愛護及び正しい飼い方の 普及啓発

動物愛護や適正飼育の普及啓発を積極的に行うことで、飼い主不明の犬や猫の収容数の減少を目指
し、人と動物との共生を推進します。多頭飼育問題対策として飼い主を支援し、生活環境の改善を
図ります。

５年度 ６年度

           4,494            2,479           2,015

基金活用による需用費の増（＋2,224千円）

啓発件数　※R3年度は動物愛護フェスタ中止 回/人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

95/16,500 95/16,500 95/16,500 95/16,500 95/16,500 95/16,500 95/16,500

79/346 140/6,438 134/13,759 146/14,890

・維持 ・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 猫の不妊去勢手術の推進

飼い主のいない猫対策として不妊去勢手術補助金交付事業や、地域猫地域支援事業を実施します。

５年度 ６年度

           8,386         ▲ 1,972          10,358

手術実施頭数の減による補助金の減（△1,937千円）

猫の不妊去勢手術補助頭数 頭

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4,000 4,000 3,500 3,000 3,000 3,000 3,000

3,257 2,616 2,046 1,664

・減る ・規則・方

針

・国・県事

業と類似・

重複

・目標設定

になじまな

い

・補助事業

化が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・負担は適

切である

3 災害時のペット対策

大規模災害に対する平常時からの備えについて市民へ啓発を行い、発災時に被災動物の救援活動が
円滑に行えるよう関係団体と連携して体制を整えます。また、発災時にペット用物資が各地域防災
拠点に速やかにいきわたるよう初動体制を整えます。

５年度 ６年度

           2,395              721           1,674

災害対策の新規取組み（避難所運営の机上訓練ツール作成）による委託費の増（＋499千円）

ペット防災に取組んだ地域防災拠点数 拠点（%）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

459 459 460 459 459 459 459

180（39.1%） 205（44.6％ 219（47.6％ 377（82.1％
） ） ）

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・負担は適

切である
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各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績
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結果
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指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 動物保護管理事業

医療局動物愛護センター 一般会計 08 02 02

99 99 25

　収容された犬や猫の健康状態についての確認を行い、ワクチンや検査など必要な措置を行うとともに、動物病院から搬
送された傷病動物についてもセンターで引き続き処置を行います。収容後は、健康状態や社会への適合性等を確認し、譲
渡につなげます。また、動物取扱業（ペットショップ等）の監視指導、特定動物（人の生命、身体又は財産に害を加える
おそれがある動物）の飼養許可及び飼養保管状況の監視指導を行います。

５年度 ６年度

          56,175         ▲ 1,435          57,610

収容頭数の減少及び犬の返還率上昇に伴い、譲渡数は減少しているが、収容数における譲渡率及び返還率の合算値は、昨
年度と同様となっている。今後は、SNSをさらに積極的に活用し広く周知することで、引続き譲渡率の向上に努める。動
物取扱業及び特定動物の飼養保管状況については、定期的な立入検査を行うと共に責任者研修を実施するなど、監視指導
の強化に努める。

1 動物の保護収容、保護管理事業

収容された犬や猫の健康状態についての確認を行い、ワクチンや検査など必要な措置を行うととも
に、動物病院から搬送された傷病動物についてもセンターで引き続き治療を行います。収容後は、
健康状態や社会への適合性等を確認し、譲渡します。

５年度 ６年度

          55,731         ▲ 1,283          57,014

飼養頭数の減による需用費の減（△1,060千円）

譲渡数（犬／猫等） 頭

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100／500 100／500 100／500 100／500 100／500 100／500 100／500

70／368 37／332 51／275 70／252

・減る ・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定
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実績
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 動物取扱業、 特定動物飼養の監視指導

動物取扱業（ペットショップ等）の監視指導、特定動物（人の生命、身体又は財産に害を加えるお
それがある動物）の飼養保管状況への監視指導を強化します。

５年度 ６年度

             445           ▲ 151             596

証明書の紙送付を取りやめたことによる役務費（郵便料）の減（△143千円）

動物取扱業等施設監視件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

880 900 900 620 620 620 620

493 672 519 462

・維持 ・法律・政

令

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・事務改善

が可能

・負担は適

切である
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結果
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基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 狂犬病予防事業

医療局動物愛護センター 一般会計 08 02 02

99 99 26

狂犬病の発生を未然に防ぐため、犬の登録・狂犬病予防注射の接種を推進し、犬鑑札及び狂犬病予防注射済票の交付を行
う。

５年度 ６年度

          68,321            3,051          65,270

市民の利便性を向上させるため、市内の動物病院等で犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票の交付と手数料収納の手続きがで
きるようになっている。狂犬病予防注射接種の必要性を犬の飼い主だけでなく広く市民の理解を深めるとともに、接種率
の向上に向けて、機会を捉えて普及啓発を行い、狂犬病発生を未然に防ぐための環境作りが必要である。

1 狂犬病予防事業

狂犬病の発生を未然に防ぐため、犬の登録・狂犬病予防注射の接種を推進し、犬鑑札及び狂犬病予
防注射済票の交付を行う。

５年度 ６年度

          68,321            3,051          65,270

郵便料金の値上がりによる役務費の増（＋3,178千円）

狂犬病予防接種頭数 頭

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

140000 140000 140000 140000 140000 140000 140000

125506 125019 126202 124840

・維持 ・法律・政

令

・国・県事

業と類似・

重複

・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・事務改善

が可能

・負担は適

切である
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指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 病院事業会計繰出金

医療局地域医療課 一般会計 19 01 19

17 99 1

総務省の繰出基準に基づき、一般会計で負担することとされている政策的医療の経費に繰出しを行う。
市民病院事業、脳卒中・神経脊椎センター事業、みなと赤十字病院事業に対する繰出金。

５年度 ６年度

       7,472,689          191,203       7,281,486

市立病院における政策的医療提供体制を継続し、地域医療の質の維持・向上につなげる。

1 病院事業会計繰出金（市民病院）

市立病院が担う政策的医療を実施

５年度 ６年度

       2,403,376          143,128       2,260,248

企業債元金償還増に伴う繰出金の増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である
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結果
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基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 病院事業会計繰出金（脳卒中・神経脊椎センター）

市立病院が担う政策的医療を実施

５年度 ６年度

       2,911,005           66,694       2,844,311

脳卒中・神経疾患医療経費増に伴う繰出金の増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である

3 病院事業会計繰出金（みなと赤十字病院）

市立病院が担う政策的医療を実施

５年度 ６年度

       2,158,308        ▲ 18,619       2,176,927

企業債利息減に伴う繰出金の減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・増える ・法律・政

令

・国水準に

上乗せ・横

出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である
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指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 在宅医療・介護連携推進事業

医療局地域医療課 介護保険事業費会計 01 03 02

16 02 1

 在宅医療・介護連携の強化、在宅療養を支える人材の確保・育成、在宅医療の普及・啓発を行うことで、在宅医療と介
護が切れ目なく継続的に提供される体制を構築します。

５年度 ６年度

         397,554           38,996         358,558

引き続き高齢者数の増加が見込まれる中において、在宅医療・介護連携への需要は高まることが予想されます。国から求
められている支援体制構築の考え方に則り、本市の特徴を可視化しながら、必要な体制構築・人材育成・啓発に取り組み
ます。

1 在宅医療連携拠点事業

横浜市医師会と協働して在宅医療連携拠点を全区で運営します。

５年度 ６年度

         336,614           11,403         325,211

他事業で予定していた研修の実施による増

新規相談者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,000 3,205 3,220 3,360 3,390 3,410 3,440

3,185 3,314 3,261 2,996

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析
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事
業
計

細事業名称

細事業概要
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実
績
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 疾患別医療・介護連携事業

死亡数の多い疾患やその基礎疾患に対し、在宅医療連携拠点を中心に地域の関係者の連携強化・対
応力の向上を図ります。

５年度 ６年度

          28,743           17,155          11,588

事業内容見直しによる増

事業に取り組む区の数 区

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

ー ー 17 18 18 18 18

ー ー 17 18

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 在宅療養連携推進協議会

市内の保健・医療・福祉等関係者を委員として構成し、充実した在宅療養環境の実現に向けた在宅
療養連携の効果的な手段などについて協議します。

５年度 ６年度

               7                7               0

ヒアリング実施に伴う増

協議会開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 1 2 2 2 2 2

1 0 0 0

・維持 ・なし ・該当なし ・実施しな

かった

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い
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4 在宅療養移行支援事業

入退院時情報共有ツール等の活用や普及啓発を推進します。

５年度 ６年度

           1,337           ▲ 179           1,516

研修開催を見送ったことに伴う減

退院調整実施率 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

78.0 79.0 80.0 81.0 81.0 81.0 81.0

81.0 80.2 77.7 76.8

・増える ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

5 在宅医療・介護連携研修

「在宅医療・介護連携研修」を開催します。

５年度 ６年度

           1,852           ▲ 531           2,383

研修開催手法の工夫に伴う減

研修受講者数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

450 480 510 540 570 600 600

1,269 1,376 914 1,045

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 在宅医療を推進するための市民啓発事業

在宅医療における医療・ケアに関する市民啓発講演会を18区及び医療局で実施します。

５年度 ６年度

           1,083              883             200

主催で開催したことによる増

市民啓発事業（講演会等）開催数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30 30 35 40 45 50 55

46 82 87 80

・増える ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

7 人生の最終段階の医療に関する検討・啓発事業

「人生会議」（アドバンス・ケア・プランニング）の普及啓発に向けた広報や普及啓発ツールの配
布、検討会や人材育成研修を行います。

５年度 ６年度

          24,318           10,258          14,060

啓発ツールの増刷に伴う増

もしも手帳累計配送部数 部

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

ー ー 388,000 448,000 508,000 568,000 628,000

281,956 342,731 390,731 469,531

・増える ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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8 看取りに関する調査事業

人口動態調査死亡小票のデータを利用し、市内における看取りの実態把握を行います。

５年度 ６年度

               0                0               0

－

在宅看取り率 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

27.0 29.6 31.0 32.4 33.8 35.6 37.5

29.2 33.1 34.1 34.4

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

9 在宅医療を担う有床診療所支援事業

在宅医療を行う有床診療所に対し、夜間の看護職員配置に要する経費を補助します。

５年度 ６年度

           3,600                0           3,600

－

補助事業所数 事業所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い
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